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第 1 趣 旨 
今後 急速 な 人 口 減少 社会 を 迎え る 中 で 、 我 が 国 の 農林 漁業 者 及び 食品 事業 者 の 所 得 を 
確保 し 、 生 産 基盤 を 維持 ・ 強 化す る た め に は 、 輸 出 に 新た な 活路 を 見 出す こと が 重要 で 
ある 。 
一 方 、 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 に 当たっ て は 、 輸 出先 国 ・ 地 域 (以下 「 輸 出先 国 」 と 
いう 。) が 食品 衛生 、 動 植物 検疫 な ど 様 々 な 観点 か ら 輸 入 規 制 や 条件 を 設定 し て お り 、 
鍛 出 事業 者 等 は 、 輸 出先 国 の 規制 や ニー ズ に 対応 し た 施設 及び 体制 の 整備 が 必要 で ある 。 
この よう な 課題 を 踏ま え 、 農 林 水 産業 及び 食品 産業 の 持続 的 な 発展 に 寄与 する こと を 
目的 と し て 、 農林 水産 物 及 び 食 品 の 輸出 の 促進 に 関す る 法律 ( 令 和 元 年 法律 第 57 号 。 以 
下 「 輸 出 促進 法 」 と いう 。) を 制定 する と と も に 、「 総 合 的 な TPP 等 関連 政策 大 綱 」 ( 令 
和 元 年 12 月 5 日 TPP 等 総合 対策 本 部 決定 ) が 改正 され た と ころ で あり 、 こ れ ら に 即 し 、 
答 出 先 国 の 規制 や ニー ズ に 対応 し た 輸出 へ の 取組 を 緊急 的 ・ 集 中 的 に 支援 する た め 、 食 
品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 を 実施 する も の と し 、 そ の 実施 に 
当たっ て は 本 要綱 の 定め る と ころ に よる も の と する 。 

































































































































































































































































第 2 事業 目的 
農林 水産 物 ・ 食 品 を 輸出 する た め に は 、① 輸 出先 国 か ら 求 め ら れる 様々 な 規制 及び 基 
準 等 へ の 対応 、② 輸 出先 国 の ニー ズ に 対応 する た め の 製 造 、 加 工 、 流 通 体制 等 の 整備 が 
必要 で ある 。 

この た め 、 食品 製造 事業 者 及び サプライ チェ ー ン を 構成 する 事業 者 等 が 、 政 府 機関 が 
定め る 輸入 条件 (輸出 先 国 の 政府 機関 が 当該 輸出 先 国 に 輸入 され る 農林 水産 物 又 は 食品 
に つい て 定め る 食品 衛生 、 動 植物 又は 畜産 物 の 検疫 その 他 の 事項 に つい て の 条件 を い 
う 。 以下 同じ 。) へ の 対応 (輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 へ の 対応 を 含 
む ) 並び に ISO (国際 標準 化 機構 ) 、GFSI (世界 食品 安全 イニ シア ティ ブ ) 承認 規格 、 
有機 JAS、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 等 の 論証 取得 へ の 対応 及び 家庭 食 向け な どの 輸出 先 国 の 
ニー ズ へ の 対応 に 必要 な 施設 や 機器 (以下 「 施 設 等 」 と いう 。) の 整備 及び 施設 等 の 整 
備 と 一 体 的 に 行い 、 そ の 効果 を 高め る た め に 必要 な コン サル ティ ング 等 に 要する 経費 を 
支援 する 。 















































































































































第 3 交付 の 対象 

1 施設 等 整備 事業 

本 事業 の 実施 に 直接 必要 な 経費 で あっ て 、 本 事業 の 対象 と し て 明確 に 区 分 で きる も 
の で 、 か つ 、 証 拠 書類 に よっ て 金額 が 確認 で きる も の の み と し 、 輸 入 a 
の ニー ズ を 満た す た め に 必要 な 施設 等 の 整備 に 係る 経費 と する (施設 の 新設 

改築 及び 修繕 を 含む 。 

た だ し 、 施 設 の 新設 及び 増築 に つい て は 、 掛 か り 増 し 分 を 交付 の 対象 と する 。 掛 か 
り 増 し 分 と は 、 工 事 費 、 実 施設 計 費 及び 工事 雑費 の うち 、 輸 入 条件 へ の 対応 や 輸出 向 
け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 を 行う 場合 の 経費 か ら 、 輸 入 条件 へ の 対応 や 輸出 向け HA 
CCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 を 行わ な か っ た 場合 の 経費 を 差し 引い た 金額 と する 。 

原則 と し て 、 次 の (1) か ら (6) まで に 該当 する 経費 は 除く 。 

(1 ) 不動 産 取 得 に 関す る 経費 

i こ 発生 し た 事故 ・ 災 害 の 処理 の た め の 経 費 

(3) 既存 施設 等 の 取 壊 し 及び 撤去 に 係る 経費 

(4) 交付 決定 前 に 発生 し た 経費 (た だ し 、 第 13 の 4 に 従っ て 、 交付 決定 前 着手 届 の 対 
応 を し た も の を 除く 。) 

(5) 補助 対象 経費 に 係る 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 係る 仕入れ 控除 税額 (補助 対象 経費 
に 含ま れる 消費 税 及び 地方 消費 税 相 当 額 の うち 、 消 費 税 法 (昭和 63 年 法律 第 108 
号 ) の 規定 に より 仕入れ に 係る 消費 税額 と し て 控除 で きる 部 分 の 金額 及び 当該 金額 
に 地方 税法 の 規定 に よる 地方 消費 税 の 税率 を 乗じ て 得 た 金額 の 合計 額 に 補助 率 を 乗 
じ て 得 た 金額 ) 

(6 ) その 他 本 事業 を 実施 する 上 で 必要 と は 認め られ な い 経 費 及 び 本 事業 の 実施 に 要 し 
た 経費 で ある こと を 証明 で き な い 経費 

2 効果 促進 事業 
輸入 条件 へ の 対応 や 輸出 向け HACCP 等 に 係る 認定 ・ 認 証取 得 の た め の コ ン サ ル テ ィ 

ング 補 手 数 料 等 に 係る 費用 、 輸 出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 後 の 適切 な 管理 ・ 運 

用 を 行う た め の 人 材 育成 に 係る 経費 等 、1 の 事業 と 一 体 と な っ て その 効果 を 一 層 高 め 

る た め に 必要 な 事業 又は 事務 に 係る 経費 と する 。 

た だ し 、1 の 交付 対象 事業 費 の 20% 以 内 と し 、 原 則 と し て 、1 の (1) か ら (6) 

まで の 経費 及び 次 に 該当 する 経費 は 除く 。 

(1 ) 本 事業 の 業務 を 実施 する た め に 雇用 し た 者 に 支払 う 経費 の うち 、 労 働 の 対価 と し 
て 労働 時 間 及 び 日 数 に 応じ て 支払 う 経 費 以 外 の 経費 (雇用 関係 が 生じ る よう な 月 極 
の 給与 、 賞 与 、 退 職 金 その 他 各 種 手当 ) 

(2) 通常 の 生産 活動 の た め の 設 備 投資 費用 、 パ ソコ ン や サー バ の 購入 費 、 事 務 所 等 に 
係る 家賃 、 保 証 金 、 敷 金 、 仲 介 手 数 料 光熱 水 費 

(3 ) 飲食 、 箸 修 、 娯 楽 、 接 待 の 費用 

(4 ) 海外 バイ ヤー 等 の 招へい 等 の 販売 促進 費用 

3 本 事業 の 交付 金 の 交付 率 は 、 定 率 と し 、 以 下 の (1) 及び (2) に 定め る と お り と 

する 。 

た だ し 、 (1) 又は (2) の いずれ か の 取組 と し て 事業 実施 計画 (本 要綱 第 7 の 1 
















































































































































































































































































































































































に 定め る 事業 実施 計画 を いう 。 以 下 同じ 。 
中 小 企业 者 (中 小 企业 基本 法 (昭和 三 十 人 年 法律 第 
中 小 企業 者 又は 小 規模 事業 者 の こと を いう 。) 及び 法人 格 を 有する 農林 漁業 者 又は そ 
洗 等 の 事業 を 行う 場合 に 限る 。 

















れ ら の 組織 する 団体 (製造 ・ 
と する 。 
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する 。 

了 输 | 

イ 輸出 に 対応 する た め 

















向け HACCP 等 の 認定 ・ 
認証 を 取得 し て いる 事業 者 が 、 


) を 作成 する も の と し 、 


(2) に つい て は 、 








加工 、 流 通 


先 国 の 規制 等 へ の 対応 を 行う た め 、 事業 実施 計画 





BN 尺 E を 取得 
認定 ・ 


定め る 対応 を 行う 場合 に あっ て は 、 





促进 法 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 取得 を 行う 場合 
に 必要 な 以下 の ( ア ) 又は ( イ ) の 認証 取得 を 行う 場合 





も 白 一 十 四 号 ) 第 二条 で 規定 され る 











) の 取組 を 対象 





に お いて 以下 の ア か ら ウ ま 
等 する 場合 (既に 輸出 向け HACCP 
認証 範囲 の 追加 等 を 行う 場合 を 含 


交付 対象 事業 費 の 1/2 以 内 と 





























( ア ) IS022000、GFSI (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 安 


全 強 化 法 ) へ の 対応 、 
( イ ) JFS-B、 有 機 JAS 等 
ウツ 上 記 ア 又は イ に 








( ア ) 認定 ・ 認 
( イ ) 認定 ・ 
( ウ ) 認定 ・ 
( エ ) 既に 取得 し た 認定 ・ 
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答 出 先 国 に お 
応 を 行う 場合 
(2) 上 記 (1) 以外 の 場合 
な お 、1 事業 申請 当 
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事 窟 、 申請 の あっ た 金額 に つい て は 、 申請 の 提案 








定め る 輸 ! 


ける 検疫 や 添加 物 等 の 認定 ・ 


に あっ て は 、 


ノ ュ ラール レ ・ コー ジマ ヤ 

















認証 品目 の 追加 
認証 製造 ライ ン 等 の 追加 ・ 
認証 対象 エ リ ア 等 の 追加 ・ 











変更 
変更 
認証 を 維持 し つつ 、 
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者 で あり 、 事 業 実施 計画 に お いて 以下 の ( ア ) か ら ( エ ) まで に 
証 範囲 の 追加 等 を 行う 場合 














認証 を 既に 取得 し て いる 事業 
定め る 認定 ・ 
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・ 認 証 品目 等 に 係る 機器 整 





認証 の 取得 等 を 伴わ な い 規 制 へ の 対 


交付 対象 事業 費 の 3 10 以内 と する 。 
た り の 交付 金 の 額 の 上 限 を 5 億 円 と し 、 下 限 を 250 万 円 と する 。 
内 容 や 交付 対象 事業 費 等 の 精査 に よ 














り 、 必 ず し も 申請 額 と 一 致す る と は 限ら ず 、 ま た 、 申 請 額 に つい て は 、 千 円 単位 で 計 


上 する こと と する 。 





4 本 事業 の 実施 に 関す る 事務 及び 指 
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第 4 事業 実施 主体 
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記 め られ た 者 を いう 。 

















導 ・ 監 督 等 に 要する 経費 の うち 、 
表 当 た り の 交付 金 の 額 交付 額 の 外 数 ) を 都 道 府 県 及 び 輸 j 
本 (以下 「 都 道府県 等 」 と いう 。) へ の 附帯 事務 費 と し て 交付 する 
務 費 の 交付 率 は 定額 と し 、 そ の 使 
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事業 実施 主体 は 次 に 掲げ る 要件 を 満た す 者 と する 。 

1 食品 製造 者 、 食 品 流通 事業 者 、 中 間 加工 事業 者 等 で や り 、 次 の いずれ か に 該当 する 

者 と する (法人 格 を 有する 農林 漁業 者 又は それ ら の 組織 する 団体 が 、 製 造 ・ 加 工 、 流 

通 等 の 事業 を 行う 場合 も 含む ) 。 

(1) 法 人 

(2) 地方 公共 団体 

(3) 上 記 の ほか 、 本 事業 の 事業 実施 者 と し て 、 都 道府県 等 が 適当 と 認め る 者 

2 次 の (1) か ら (5) まで の いずれ に も 該当 し て は な ら な い 。 

(1 ) 法人 等 (個人 、 法 人 又は 団体 を いう 。 以 下 同じ 。) 公 、 暴 力 同 (無力 団員 に よる 
不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 2 与 に 規定 す 
る 又 力 団 を いう 。 以下 同じ 。) で ある と き 又 は 法人 等 の 役員 等 (個人 で ある 場合 は 
その 者 、 法 人 で ある 場合 は 役員 又は 支店 若しくは 営業 所 (常時 契約 を 締結 する 事務 
所 を いう 。) の 代表 者 、 団 体 で ある 場合 は 代表 者 、 理 事 等 、 そ の 他 経 営 に 実質 的 に 
関与 し て いる 者 を いう 。 以 下 同じ 。) 公 、 暴 力 团员 ( 同 法 第 2 条 第 6 与 に 規定 する 
又 力 団員 を いう 。 以 下 同じ 。) で ある 。 

(2) 役員 等 が 、 自 己 、 自 社 若しくは 第 三 者 の 不正 の 利益 を 図る 目的 又は 第 三 者 に 損 
を 加え る 目的 を も っ て 、 横 力 団 又は 暴力 団員 を 利用 する な ど し て いる 。 

( 3 ) 役員 等 が 、 又 力 団 又 は 暴力 団員 に 対し て 、 資金 等 を 供給 し 、 又 は 便宜 を 供与 する 
な ど 直 接 的 ある い は 積極 的 に 枝 力 団 の 維持 、 運 営 に 協力 し 、 若 し く は 関与 し て いる 。 

(4) 役員 等 が 、 虹 力 団 又 は 又 力 団 員 で ある こと を 知り な が ら こ れ と 社会 的 に 非難 され 
る べき 関係 を 有 し て いる と き 。 

(5) 法人 等 が 刑事 告訴 さ れ た 結果 、 又 は 民事 法 上 の 不法 行為 を 行っ た 結果 、 係 争 中 で 
ある 。 
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第 5 採択 基準 及び 配分 基準 
1 事業 の 採択 基準 
採択 基準 は 、 次 に 定め る も の と し 、 地 方 農政 局長 等 (北海 道 に あっ て は 北海 道 農政 
事務 所 長 、 沖 縄 県 に あっ て は 内 義 府 沖縄 総合 事務 局長 、 そ の 他 の 都府県 に あっ て は 当 
該 都府県 を 管轄 する 地方 農政 局長 を いう 。 以下 同じ 。) 又は 輸出 ・ 国 際 局 長 は 、 事業 実 
施 計画 が 以下 の 採択 基準 を 全て 満た す 場 合 に 限り 、 第 7 の 2 及び 3 に 規定 する 協議 を 
行う も の と する 。 
(1 ) GFP (農林 水産 物 ・ 食 品 輸出 プロ ジェ クト ) の コミ ュ ニ ティ サイ ト (https://www. 
gfpl. maff. go. jp/) に 登録 し て いる こと 。 
(2 ) 事業 実施 計画 が 農林 水産 業 全般 に 関す る 基本 政策 及び 本 事業 の 目的 ・ 趣 旨 に 沿っ 
た 内 容 に な っ て いる こと 。 
(3 ) 事業 実施 主体 の 財務 状況 が 、 安 定 し た 事業 運営 が 可能 で ある と 認め られ る こと (站 
近 3 年 の 経常 損益 が 3 年 連続 赤字 で ある 、 又 は 、 直 近 の 決算 に お いて 債務 超過 と な 
っ て いる 事業 者 で な いこ と 。) 。 
な お 、 特 段 の 事情 が あり 、 都 道府県 等 が 特に 必要 と 認め る も の に つい て は この 限 
り で は な い 。 









































































































































(4 ) 事業 実施 主体 が 、 事 業 実施 手続 及び 会 計 手続 を 適正 に 行い 得る 体制 を 有 し て いる 
Ze 
(5) 事業 実施 計画 が 、 事 業 の 目的 に 照ら し 、 事 業 を 確実 に 遂行 する 上 で 、 適 切な も の 

で ある こと 。 

(6) 人 件 費 を 計上 する 場合 に は 、「 補 助 事業 等 の 実施 に 要する 人 件 費 の 算定 等 の 適正 
化 に つい て 」 (平成 22 年 9 月 27 日 付け 22 経 第 960 号 大 臣 官房 経理 課長 通知 ) に 基 
づき 、 人 算定 され る も の で ある こと 。 

(7 ) 日 本 国内 に 所 在 し 、 本 事業 全体 及び 交付 し た 交付 金 の 適正 な 執行 に 関し 、 責 任 を 
持つ こと が で きる 者 で ある こと 。 

(8) 全体 事業 費 (施設 等 整備 事業 と 効果 促進 事業 の 事業 費 の 合計 額 を いう 。 以 下 同じ 。) 
が 1 千 万 円 を 超え る 場合 に あっ て は 、 交 付 対象 事業 費 に 充て る た め に 、 金 融 機関 そ 
の 他 適 当 と 認め られ る 者 か ら 交 付 対 象 事業 の 全体 事業 費 の 10% 以 上 の 貸付 け を 受 
け て 事業 を 実施 する こと (地方 公共 団体 を 除く ) 。 

(9) 第 9 の 費用 対 効果 分 析 の 手法 に より 投資 効率 を 算出 し 、 投 資 効率 が 1.0 以上 と な 
っ て いる こと 。 

(10) 事業 実施 主体 に お いて 、HACCP チー ム が 編成 され て いる こと 。 な お 、 チ ー ム メン 
バー に は HACCP 研修 受講 済み の 者 を 必ず 含む こと (本 事業 に より 輸出 拡大 に 取り 組 
む 品 目 が 食品 の 場合 に 限る 。) 。 

(11) 輸出 先 と な る ター ゲッ ト 国 が 決定 し て お り 、 当 該 カ ター ゲッ ト 国 に 対し て 輸出 し よ 
うと する 品目 (製品) に つい て 、 輸 出先 国 の 市 場 及び 規制 に 関す る 分 析 が 行わ れ て 
いる こと 。 

12) これ まで こ 本 事業 又は 類似 事業 (輸出 先 国 の 市 場 変化 に 対応 し た 食品 等 の 製造 施 

設 等 整備 の 緊急 支援 事業 、 食 品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 事業 、HACCP 

re 受 改修 等 支援 事業 ) を 実施 し 、 成 果 目標 の 報告 期間 内 の 者 に あっ て 

は 、 実 施し た 事業 に お いて 設定 し た 輸出 額 等 の 成果 目標 及び 認定 ・ 認 証 を 取得 予定 

で あっ た 事業 者 に お いて は 、 当 該 認定 ・ 認 証取 得 を 達成 済 で も わる こと 。 た だ し 、 次 

の アー ツウ の 全て を 満た す 場 合 は この 限り で は な い 。 

ア 誰 定 ・ 認 証 を 取得 予定 で あっ た 事業 者 に お いて は 、 誰 定 ・ 認 証 を 取得 済 で ある 

CS 
了 成果 目標 が 達成 され な か っ た こと に つい て 、 原 料 の 調達 難 や 新型 コロ ナウ ィ ル 
ス の 影響 に よる 財 存 取引 先 と の 取引 中 断 等 、 事 業者 の 責 に よら ず 、 別 に 定め る 要 
件 に 合致 する と し て 地方 農政 局長 等 が や む を 得 な いと 認め る こと 。 

ウ 実施 し た 事業 に お いて 設定 し た 成果 目標 の 達成 に 向け 、 引 き 続 き 取 り 組 むこ と 。 
(13) 「 農 林 水 産業 ・ 食 品 産業 の 作業 安全 の た め の 規 範 (個別 規範 ) 」 ( 令 和 3 年 2 月 
農林 水産 省 決定 ) に 係る チェ ッ ク シ ー ト を 実施 し て いる こと 。 

14) 输出 促进 法 作 基づく 輸出 事業 計画 を 作成 し 、 農 林 水 産 大 臣 に 提出 し 、 そ の 認定 を 

受け る 又は 認定 を 確実 に 受け る 見 込み で ある と 認め られ る こと 。 

2 交付 金 の 配分 基準 
第 7 の 1 及び 2 に 規定 する 事業 実施 計画 に つい て 、 別 表 2 に 揚げ る 各 事 業 の 評価 項 
目 に 定め る 配点 基準 に 従っ て ポイ ント を 与え た 上 で 、 以 下 に 従い 算定 され た 額 を 合計 



















































































































































































































































































































































































し 、 各 都 道 府 県 等 へ 配分 する 。 
な お 、 配 分 基準 に 基づく ポイ ント が 15 ポイ ント 以上 の 事業 実施 計画 を 交付 金 の 配 
分 対象 と する 。 
配分 対象 と な る 事業 実施 計画 に つい て 、 ポ イン ト の 高い 順に 並べ 、 ポ イン ト が 上 位 
の 事業 実施 計画 か ら 順 に 要望 額 に 相当 する 額 を 都 道 府 県 等 ご と に 合計 し 、 配 分 する 。 
同一 ポイ ント を 獲得 し た 事業 実施 計画 が 複数 ある 場合 に は 、 要 望 額 の 小さ い 順 に 配分 
し 、 そ の 結果 、 最 後 の 配分 可能 額 が 事業 実施 計画 の 要望 額 を 下回る 場合 は 、 予 算 配分 
を 行わ な いこ と と する 。 
3 配分 結果 の 公表 
2 に より 配分 し た 結果 に つい て は 、 予 算 の 要望 が あっ た 都 道 府 県 等 に 対し て 以下 の 
項目 を 公表 する も の と する 。 
(1) 都 道 府 県 等 別 の 要望 件 数 
(2) 都 道 府 県 等 別 の 配分 対象 件 数 
(3) 配分 対象 と な っ た 事業 実施 計画 の 最低 ポイ ント (ボー ダー ライ ン ) 
4 留意 事項 
(1) 別表 2 に 掲げ る 各 事 業 の 評価 項目 に 定め る 配点 基準 に 従っ て ポイ ント を 与え られ 
た 事業 実施 計画 が 、 そ の ポイ ント に 該当 する 審査 基準 の 内 容 と 異な り 、 与 えら れ た 
ポイ ント を 下回る こと が 明らか と な っ た 場合 は 、 事 業 を 実施 で き な い も の と する 。 
(2) 配分 対象 と な っ た 事業 実施 計画 の 実施 を 取り 止め た 場合 は 、 当 該 年 度 及び 次 年 度 
に お いて 要望 する こと は で き な い も の と する 。 
た だ し 、 自然 災 害 等 、 や む を 得 な い 事 情 が ある と 地方 農政 局長 等 が 認め る 場合 は 、 
この 限り で は な い 。 





















































































































































第 6 成果 目標 

本 事業 の 目標 年 度 は 、 事 業 実施 後 5 年 以内 と する 。 成 果 目標 は 、 目 標 年 度 に お ける 輸 
の 増加 額 と し 、 目 標 年 度 に お ける 輸出 額 を 、 現 状 (事業 実施 計画 作成 時 ) の 輸出 額 と 
比較 し 、 第 3 の 3 の (1) の 場合 は 1 千 万 円 以上 、 (2 ) の 場合 は 5 千 万 円 以上 増加 さ 
せる こと と する 。 



























































第 7 事業 実施 等 の 手続 
1 事業 実施 計画 の 作成 
事業 実施 主体 (者 道府県 が 自ら 事業 実施 主体 に な る 場合 を 含む 。) は 、 別 紙 様式 第 
1 号 に より 事業 実施 計画 を 作成 し 、 又 は 作成 し た 事業 実施 計画 を 変更 し た と き は 、 都 
道府県 知事 又は 輸出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 (以下 「 都 道府県 知事 等 」 と いう 。) に 
提出 する も の と する 。 
な お 、 事 業 実施 計画 の 変更 又は 中 止 若 し く は 廃止 が 生じ た 場合 は 、 当 該 都 道府県 知 
事 等 と 協議 を 行う も の と する 。 
2 都 道 府 県 等 事業 実施 計画 の 作成 及び 協議 
都 道 府 県 知 事 等 は 、 1 の 事業 実施 計画 (自ら が 作成 し た も の を 含む 。) を 踏ま え 、 
都 道 府 県 等 事業 実施 計画 (以下 「 都 道府県 等 計画 」 と いう 。) を 作成 し 、 別紙 様式 第 2 















































































































































に より 都 道 府 県 知 事 に あっ て は 地方 農政 局長 等 に 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 に 
あっ て は 輸出 ・ 国 際 局 長 に 提出 し 、 その 内 容 に つい て 協議 義 を 行う も の と する 。 
3 都 道 府 県 等 計画 の 変更 又は 中 止 若しくは 廃止 の 協議 

都 道 府 県 知 事 等 は 、 2 の 規定 に より 作成 し た 都 道 府 県 等 計画 に つい て 、 次 の (1) 
か ら (5) まで に 掲げ る 事項 が 生じ た 場合 又は 都 道 府 県 等 計画 の 中 止 若しくは 廃止 が 
生じ た 場合 は 、 当 該 都 道 府 県 等 計画 を 別紙 様式 第 2 号 に より 都 道 府 県 知 事 に お いて は 
地方 農政 局長 等 に 、 輸出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 に あっ て は 輸出 ・ 国 際 局 長 に 提出 し 、 
その 内 容 に つい て 協議 g を 行う も の と する 。 

な お 、 変 更 の 内 容 が 成果 目標 の 達成 に 資す る も の で あり 、 次 の (1) か ら (5) ま 
で の いずれ に も 該当 し な い 場 合 は 、 当 該 協議 を 受け る こと な く 本 事業 の 範囲 内 で 都 道 
府県 等 計画 の 取組 内 容 等 を 変更 する こ i 
(1) 事業 実施 主体 の 変更 (事業 実施 主体 の 追加 、 削 除 又 は 名 称 の 変更 を 含む 。) 

(2 ) 事業 実施 主体 の 成果 目標 の 変更 (目標 値 の 変更 を 含む 。) 
(3) 都 道 府 県 が 事業 実施 主体 の 場合 、 実 施す る 事業 内 容 の 変更 
(4) 不用 額 の 発生 に より 交付 決定 の 額 の 減額 を 受け よう と する と き (地方 農政 局長 等 

が 必要 と 認め た 場合 に 限る 。) 。 

(5) 予定 の 期間 内 に お いて 、 NIS 前 送 機関 の 事故 、 0 

他 事 業 実施 主体 の 責 に 帰し 得 な い 事 由 に 、 交 付 対象 事業 が 予定 の 期間 内 に 

せ ず 、 a NN 事業 実施 期間 の き i 

等 が 必要 と な る と き 。 
















































































































































































































































































第 8 国 の 助成 措置 




















1 国 は 、 予 算 の 範囲 内 に お いて 、 本 事業 の 実施 、 都 道府県 等 に よる 指導 等 に 必要 な 経 
費 に つい て 、 De 
と いう 。」) に 定め る と ころ に より 交付 金 を 交付 する 。 

2 国 は 、 都 道府県 等 に 交付 し た 交 仁 金 に 不用 額 が 生じ る こと が 明らか に な っ た と き は 
都 道 府 県 知 事 等 に 対し 、 交 付 金 の 全部 若しくは 一 部 を 減額 し 、 又 は 既 に 交付 きれ た 交 
付 金 の 全部 若しくは 一 部 の 返還 を 求め る こと が で きる 。 





























第 9 費用 対 効果 分 析 の 実施 方 法 

1 費用 対 効果 の 算定 方 法 

(1) 投資 効率 の 算定 は 、 原 則 と し て 、 次 式 に より 行う も の と する 。 
投資 効率 = (年 総 効果 額 還 元 率 ) て 施設 等 整備 事業 の 総 事業 費 



































(2) 各 用 語 、 算 定 方 法 に つい て は 、 次 の ア か ら エ まで に より 行う も の と する 。 
ア 年 総 効果 額 は 、2 に 掲げ る 効果 項目 ご と の 年 効果 額 を 合算 し て 算定 する も の と 




















イ 本 元 率 は 、 次 式 に より 総合 耐用 年 数 を 算定 し 、 別表 3 に て 算定 する も の と する 。 
n 三 総合 耐用 年 数 = MHR 施設 等 別 年 事業 費 の 合計 人 額 
(施設 等 別 年 事業 費 三 施設 等 別 事業 費 二 当該 施設 等 耐用 年 数 ) 
NRN & 等 而 用 年 数 广 、 減価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 に 関す 


















































る 省令 (昭和 40 年 大 项 省 分 第 15 号 ) 及び 農林 畜 水 産業 関係 補助 金 等 交付 規則 ( 昭 
和 31 年 农林 省 第 18 号 ) 別表 に 定め る と ころ に よる 。 
ウ 算定 の 基礎 と する 数 値 は 、 本 要綱 第 7 の 1 の 事業 実施 計画 の 内 容 と 整合 性 の と 
れ た も の で な けれ ば な ら な い 。 
エ 各 用 語 の 意味 は 、 そ れ ぞ れ 以 下 の と お り と する 。 
年 総 効果 人 額 事業 に より 1 年 の 間 に 生 じ る 効果 を 金額 に 換算 し た も の 。 事 
順に 換算 し 、 合 計 す る 。 
還元 率 に よる 効果 は 、 単 年 で 発生 する だ け で な く 施 設 の 耐用 年 
数 期間 中 継続 的 に 発生 する も の で ある た め 、 年 当たり の 効果 
額 に 耐用 年 数 を 乗じ た も の が 総 効果 額 と な る 。 Gy この 
費用 を 事業 に 投資 し な いで 他 の 投資 (預金 等 ) を 行っ た 場合 に 
も 収益 を 生み 出す も の も ある の で 、 そ の 分 を 毎年 、 各 年 の 効果 
額 か ら 割 り 引 く 必 要 が ある 。 これが 還元 率 で ある 。 
割引 率 一 般 的 に 、 将 来 に 受け 取っ た り 支 払っ た りす る も の の 人 金銭 価 
値 は 現在 の 金銭 価値 より 低く な る た め 、 将 来 に わた っ て 毎年 
度 発現 され る 年 効果 総額 を 計画 時 の 価値 に 割り 戻す た め の 率 
こと 。 効果 発生 期間 中 の 金利 に 相当 し 、 こ の 金利 は 最近 の 長 
期 金利 な ど を 参考 に 決定 され る (平成 11 年 に 建設 省 が 「 社 会 
資本 整備 に 係る 費用 対 効果 分 析 に 関す る 統一 的 運用 指針 」 を 
公表 し 、 そ の 中 で 割引 率 を 0.04 と し た こと を 受け 、 こ の 割引 
率 を 採用 し た も の で ある 。)。 
耐用 年 数 耐用 年 数 は 当該 施設 が 今後 何 年 間 に 渡 っ て 使え る か を 示す 。 
施設 の 構成 部 に より 耐用 年 数 が 異な る 場合 に は 、 費 用 に 応じ 
て 加重 平均 を 取る こと に より 、 便 宜 上 の 耐用 年 数 を 求め る ( 総 







































































































































































































































































合 面 用 年 数 )。 
2 投資 効率 の 算定 に 用 いる 年 効果 額 等 
投資 効率 の 算出 に 用 いる 年 効果 額 等 の 算定 は 、 次 の (1) 及び (2) に より 行う も 
の と する 。 


(1) 効果 の 内 容 
食品 等 製造 の 輸出 に 係る 効果 と は 、 次 の ア 及 び イ に 掲げ る 効果 を いう 。 
ア 輸出 額 向 上 効果 
当該 施設 等 の 整備 に よる 生産 力 や 商品 の ブラ ンド 価値 の 向上 等 を 通じ 、 商 品 の 
製造 量 や 販売 単価 が 向上 (増加 ) する こと で 、 輸 出 額 が 増加 する 効果 
イ 施 计 RM 
当該 施設 等 の 整備 に よる 製造 工程 の 効率 化 を 通じ 、 商 品 歩 留まり の 改善 や 維持 
管理 コス ト が 削減 され る こと で 、 所 得 が 増加 する 効果 
(2) 算出 方法 















































































































































品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 の 年 効果 額 は 、 次 の ア 及 び イ に より 算定 する 年 効 
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額 の 合計 額 と する 。 
ア 輸出 額 向上 効果 
MM 
お ける 輸出 額 の 増加 額 の 合計 額 と する 。 
の 設 維 持 管 理 コ スト 削減 効果 
現状 の 施設 の 維持 管理 に 係る 年 経費 と 整備 後 の 施設 の 維持 管理 に 係る 年 経費 等 

















と の 差 と する 。 


第 10 事業 実施 状況 の 報告 等 





1 報告 



































事業 実施 主体 は 、 事 業 の 完了 年 度 の 翌年 度 か ら 目 標 年 度 ま で の 間 、 毎 年 度 、 事 業 実 


施 状 況 の 点検 を 自ら 行い 、 
況 の 報告 書 を 作成 し 、 
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1 中 报告 

















] 用 状況 、 





三 为 > 
認定 ・ 


(2) 目標 値 及び 目標 値 の 達成 率 


(3) 事業 の 効 

















四 
ンド ヽ 


























軒 





月 末 ま で に 都 道 府 県 





課題 及び 改善 方 法 
(4) 決算 書類 か ら の 付加 価値 額 の 試算 
2 事業 実施 主体 に 対す る 措 





知事 等 | 

















告 書 へ の 記載 は 、 定 量 的 な 根拠 に 基づき 具体 的 に 行 
目標 年 度 以前 に 
に 代え る こと が で きる も の と する 。 
(1) 施設 の 整備 ・ ネ 





認証 の 取得 状況 




















う も の と する 。 


果 目 標 を 達成 し た 場合 に あっ て は 、 当 該 報告 


次 に 揚げ る 項目 を 含め て 別紙 様式 第 9 号 に より 事業 実施 状 
に 報告 する も の と する 。 


な お 、 報 





を 第 11 の 




















都 道 府 県 知 事 等 は 、 事 業 実施 主体 か ら 1 の 規定 に よる 事業 実施 状況 の 報告 を 受け た 


場合 に は 、 
認証 の 取得 








その 内 容 を 点検 し 、 





の た め の 取 組 が 遅れ て いる と 判断 し た 場合 は 、 当 











改善 計画 を 提 ! 
地方 農政 局長 等 へ の 報告 
都 道 府 県 知 事 等 は 





3 





























































































































事業 実施 計画 に 


、1 の 規定 に より 事業 実施 主 
び 和 上 自ら 事業 実施 主体 と し て 作成 し た 事業 実施 状況 に つい て 、 








きみ 








本 か ら 



























































gr 
































定め られ た 成果 目標 の 達成 及び 認定 ・ 
支 事 业 案 施主 
させ る な ど 、 適 切な 改善 措置 を 講ず る も の と する 。 





本 に 対 し て 


報告 を 受け た 事業 実施 状況 及 
2 の 規定 に よる 点検 結果 





















































































































































を 踏ま えて 別紙 様式 第 3 号 に より 事業 実施 状況 報告 書 を 作成 し 、 報 告 を 受け た 年 度 の 
7 月末 まで に 、 都 道府県 知事 に あっ て は 地方 農政 局長 等 に 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 
団体 に あっ て は 輸出 ・ 国 際 局 長 に 報告 する も の と する 。 

な お 、2 の 規定 に よる 改善 措置 を 講じ た 場合 は 、 改 善 措置 内 容 に つい て も 併せ て 報 
告 す る も の と する 。 
4 都 道 府 県 知 事 等 に 対す る 指導 

3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 地方 農政 局長 等 は 、 当 該 報告 の 写し を 輸出 ・ 国 際 局 長 
に 速やか に 送付 する と と も に 、 成 果 目標 の 進捗 状況 等 の 点検 を 行い 、 そ の 結果 を 踏ま 
え 、 必 要 に 応じ 、 都 道府県 知事 等 を 指導 する も の と する 。 

この 場合 に お いて 、 地 方 農政 局長 等 は 、 当 該 指導 の 内 容 と 結果 を 、 報 告 を 受け た 年 
度 の 12 月 末 ま で に 輸出 ・ 国 際 局長 に 報告 する も の と する 。 
























































3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 輸出 ・ 国 際 局 長 は 、 成 果 目 標 の 進捗 状況 等 の 点検 を 行 
い 、 そ の 結果 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 を 指導 する も の と 
する 。 
5 都 道 府 県 知 事 等 に 対す る 報告 徴収 
前 出 ・ 国 際 局長 及び 地方 農政 局長 等 は 、 都 道府県 知事 等 に 対し 、4 の 規定 に よる も 
の の ほか 、 必 要 に 応じ 、 事 業 実施 主体 ご と の 事業 実施 状況 に つい て 、 報 告 を 求め る こ 
と が で きる も の と する 。 














































































































第 11 事業 成果 の 評価 等 
1 報告 
事業 実施 主体 は 、 事 業 完 了 以 降 、 事 業 実施 計画 に 定め られ た 目標 年 度 の 成果 目標 の 
達成 状況 に つい て 、 自 ら 評 価 を 行い 、 第 10 の 1 の (1) か ら (4) まで に 掲げ る 項目 
を 含め て 別紙 様式 第 9 号 に より 評価 報告 書 を 作成 し 、 目 標 年 度 の 翌年 度 の 5 月 末 ま で 
に 都 道 府 県 知事 等 に 報告 する も の と する 。 
2 改善 措置 の 指導 等 
都 道 府 県 知 事 等 は 、 事 業 実施 主体 か ら 1 の 規定 に よる 事業 成果 状況 の 報告 を 受け た 
場合 に は 、 そ の 内 容 を 点検 し 、 そ の 結果 、 事 業 実施 計画 に 定め た 成果 目標 の 全部 又は 
一 部 が 達成 され て いな いと 認め る 場合 及び 認定 ・ 認 証 を 取得 し て いな い 場 合 に は 、 当 
該 事 業 実施 主体 に 対し 、 改 善 計画 を 提出 させ る な ど 、 適 切な 改善 措置 を 講ず る と と も 
に 、 当 該 成果 目標 が 達成 され る まで の 間 、 改 善 状況 を 報告 させ る も の と する 。 
な お 、 報 告 書 へ の 記載 は 、 定 量 的 な 根拠 に 基づき 具体 的 に 行う も の と する 。 
3 地方 農政 局長 等 へ の 報告 
都 道 府 県 知 事 等 は 、 1 の 規定 に より 報告 を 受け た 事業 成果 の 状況 及び 自ら 事業 実施 
主体 と し て 作成 し た 事業 成果 の 状況 に つい て 、 2 の 規定 に よる 点検 結果 を 踏ま えて 別 
紙 様式 第 3 号 に より 報告 書 を 作成 し 、 報 告 を 受け た 年 度 の 7 月 末 ま で に 、 都 道府県 知 
事 に あっ て は 地方 農政 局長 等 に 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 に あっ て は 輸出 ・ 国 際 
局長 に 報告 する も の と する 。 
な お 、2 の 規定 に よる 改善 措置 を 講じ た 場合 は 、 改 善 措置 内 容 に つい て も 合わ せ て 
報告 する も の と する 。 
4 事業 成果 の 評価 
3 の 規定 に よる 報告 を 受け た 地方 農政 局長 等 は 、 当 該 報告 の 写し を 輸出 ・ 国 際 局 長 
に 速やか に 送付 する と と も に 、 そ の 内 容 を 点検 し 、 遅 滞 な く 関 係 部 局 で 構成 する 検討 
会 を 開催 し 、 事 業 の 成果 の 評価 を 行う も の と する 。 ま た 、 必 要 に 応じ 、 当 該 評価 の 結 
果 を 踏ま え 、 都 道府県 知事 を 指導 する も の と する 。 
この 場合 に お いて 、 地方 農政 局長 等 は 、 当該 評価 結果 及び 当該 指導 の 内 容 と 結果 を 、 
評価 を 行っ た 年 度 の 12 月 末 ま で に 輸出 ・ 国 際 局 長 に 報告 する も の と する 。 
3 の 規定 に より 輸出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 か ら 報 告 を 受け た 輸出 ・ 国 際 局 長 は 、 
その 内 容 を 点検 し 、 事 業 の 成果 の 評価 を 行う も の と する 。 ま た 、 必 要 に 応じ 、 当 該 評 
価 の 結果 を 踏ま え 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 を 指導 する も の と する 。 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 12 交付 対象 事業 の 公表 
本 事業 の 適正 な 実施 及び 透明 性 の 確保 を 図 
ta tt 
こよ り 、 事 業 実 施 年 度 の 翌年 度 の 7 月 末 ま で ! 











第 13 事業 の 実施 
1 実施 設計 書 の 作成 














る た め 、 都 道府県 知事 等 は 、 交 付 対象 事業 
て 、 都 道府県 等 の ホー ムペ ー ジ へ の 掲載 等 
に 公表 を 行う も の と する 。 

















(1 ) 事業 実施 主体 は 、 施 設 等 整備 事業 を 実施 し よう と する と き は 、 あ ら か じ め 総 会 等 
の 議決 等 所 要 の 手続 を 行っ て 事業 の 施工 方 法 等 を 決定 し た 上 で 、 実 施設 計 書 (設計 


















































図面 、 仕 様 書 及 び 工 事 費 明細 書 等 の 工事 の 実施 に 必要 な 設計 図書 を いう 。 以 下 同じ 。) 


を 作成 し 、 都 道府県 知事 等 に 提出 する も の と する 。 
(2) 実施 設計 書 の 作成 に 当たっ て 、 事 業 実施 主体 に その 作成 能力 が な い 場 合 に は 、 設 
計 事務 所 等 に 委託 し 、 又 は 請け 負わ せ て 作成 する も の と する 。 
た だ し 、 製 造 請負 工事 に 係る 実施 設計 書 に つい て は 、 事 業 実施 主体 に お ける 総会 


























等 の 議決 等 所 要 の 手続 を 行っ た 上 で 、 原 





入札 に 準ずる 方 法 に より 施工 業者 を 選定 





て は 上 単 一 の 施工 業者 を 選定 し て 、 当 該 施 
整 す る こと に より 作成 する も の と する 。 
2 予算 の 計上 











則 と し て 、 一 般 競争 入札 若しくは 一 般 競 


し 、 又 は 、 A a 
工業 者 に 実施 設計 書 を 提出 させ 、 こ れ を 調 





























事業 実施 主体 は 、 予 算 案 及び 事業 実施 計画 案 を 作成 し 、 総 会 等 の 議決 を 得る も の と 


する 。 
な お 、 予 算 の 計上 に 当たっ て は 、 予 算 科 














目 等 に お いて 交付 対象 事業 費 で ある 計 を 明 





示す る と と も に 、 人 交付 対象 外 経費 と 一 括 計 上 する 必要 が ある と き は 、 明 細 等 に お いて 

















交付 対象 事業 費 を 明確 に 区 分 し て お くも の 
3 en 
設 等 整備 事業 の 実施 に 当たり 、 土地 改 














と する 。 





良 法 (昭和 24 年 法律 第 195 号 ) に 基づく 施 














建築 基準 法 (昭和 25 年 法律 第 201 号 ) 等 に 基づく 確認 、 農 地 法 (昭和 27 年 
229 号 ) 【 - 基 づく 転用 の 許可 系 を 必要 と する と き は 、 事 業 実施 主体 は 、 関 係 法 








令 の 定め る と ころ に より 、 当 該 許認可 等 を 
4 事業 の 着手 


























得る も の と する 。 


(1 ) 事業 の 着手 は 、 都 道府県 等 か ら 事 業 実施 主体 へ の 交付 決定 に 基づき 行う も の と す 


る 。 











た だ し 、 地 域 の 実情 に 応じ て 事業 の 効果 的 な 実施 を 図る 上 で 緊急 か つや む を 得 な 


い 事 情 に より 、 交 付 決定 前 に 着手 する 場合 に あっ て は 、 事 業 実施 主体 は 、 あ ら か じ 
め 、 都 道府県 等 の 適正 な 指導 を 受け た 上 で 、 そ の 理由 を 明記 し た 交付 決定 前 着手 届 
提出 する も の と する 。 




















(別紙 様式 第 4 号 ) を 都 道 府 県 知 事 等 に 








(2) (1) の た だ し 書 に より 交付 決定 の 前 





















































に 着手 する 場合 に つい て は 、 事 業 実施 主体 











は 、 本 事業 に つい て 、 事 業 の 内 容 及び 交付 金 の 交付 が 確実 と な っ て か ら 着 手 す る も 


の どす る 。 


また 、 こ の 場合 に お いて も 、 事 業 実施 主体 は 、 交 付 決 定 ま で の あら ゆる 損失 等 は 











目 ら の 責任 と する こと を 耳 知 の 上 で 行う も の と する 。 








な お 、 事 業 実施 主体 は 、 交 付 決 定 の 前 に 着手 し た 場合 に は 、 交 付 申請 書 の 備考 欄 














に 着手 年 月 日 及び 交付 決定 前 着手 届 の 文書 番号 





























(3) 都 道 府 県 等 は 、 (1 ) の た だ し 書 に 








分 に 検討 し て 必要 最小 限 に と ど め る 





うき うす 





導 を 十分 に 行う こと に より 、 本 事業 が 適正 に 


5 事業 の 施工 
(1) 施工 方法 








0 
よる 着手 に つい て は 、 事 前 に その 理由 等 を 十 
る ほか 、 着手 後に お いて も 必要 な 指 























行わ れる よう に する も の と する 。 


施設 等 整備 事業 は 、 請 負 施 工 又 は 委託 施工 に よっ て 実施 する も の と し 、1 つの 事 
業 に つい て は 1 つの 施工 方 法 に より 実施 する こと を 原則 と する 。 


た だ し 、 事 業 費 の 低減 を 図る た め 、 適 切 と 誰 








め ら れる 場合 に は 、 1 つの 事業 に つ 





いて 工種 又は 機械 ・ 施 設 等 の 区 分 を 明確 に し て 2 つ 以 上 の 施工 方 法 に より 施工 する 





こと が で きる も の と する 。 


また 、 施 工 方 法 ご と に 、 次 の 事項 に 


(2) 請負 施工 








か つ 、 所 定 の 請負 代金 を も っ て 、 所 定 の 




















こ 留 意 す る も の と する 。 





請負 施工 に お いて は 、 事業 実施 主体 は 、 工事 請負 人 を 定め 、 実施 設計 書 に 基づき 、 
期間 内 に 工事 を 完了 させ る も の と し 、 工 事 








に 要 し た 経費 の 明細 書 の 提出 を 受け て 、 工 事 費 の 精算 を 行う も の と する 。 ま た 、 工 




















事 の 
了 








展 展 


青 负 方法 








工事 の 請負 契約 は 、 原 則 と し て 、 














争 入札 に 付 し 難い 場合 に あっ て は 、 そ の 理由 


も の と する 。 














り 、 都 道府県 知事 等 に 報告 する も 























また 、 事 業 実施 主体 は 、 入 札 終了 後 、 





の と する 。 





青 負 方 法 、 指 導 監 督 及び 検査 等 は 、 次 に よる も の と する 。 


一 般 競 争 入札 に 付す る も の と する が 、 一 般 競 


を 明確 に し 、 指 名 競争 入札 に 付す る 


速やか に 











こそ の 結果 を 別紙 様式 第 5 号 に よ 


た だ し 、 次 の いずれ か に 掲げ る 場合 に あっ て は 、 随 意 契約 に よる こと が で きる 


も の と する 。 


な お 、 ( イ ) 及び (ツウ) に 掲げ る 場合 に あっ て は 


除き 、 競 争 入札 に 付す る と き に 
き な い も の と する 。 


( ア ) 競争 入札 に 付 し 難い 事情 が あり 、 か つ 、 当 


得る 等 の 手続 を 行う 場合 





( イ ) 一 般 競争 入札 に 付 し て 落札 に 至ら な い 場 合 


(ツウ) 指名 競争 入札 に 付 し て 落札 に 














、 契 約 保証 金 及 び 履 行 期 限 を 

















定め た 予定 価格 その 他 の 条件 を 変更 する こと が で 





至ら な い 場 





全 
固 





事 業 実施 主体 の 総会 等 の 同意 を 


事業 実施 主体 は 、 契 約 手続 の 透明 性 を 確保 する た め 、 交 付 対象 事業 費 に 係る 
契約 に 関し 、 競 争 契約 に あっ て は 入札 者 及び 入札 金額 を 、 随 意 在 約 に あっ て は 








契約 の 相手 方 及び 契約 金額 を 、 

















な 指導 を 行う も の と する 。 
イ 工事 の 指導 監督 














原則 と し て 公表 する も の と する 。 
また 、 都 道府県 等 は 、 事 業 実施 主体 の 適正 な 契約 手続 を 確保 する 上 で 、 必 要 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事業 実施 主体 は 、 請 負 契 約 と 同時 に 、 請 負 人 か ら 工 程 表 等 を 提出 させ る と と も 
に 、 請 負 人 に 現場 代理 人 等 を 定め させ 、 当 該 現場 代理 人 等 に 工事 の 施工 ・ 施 工 管 
理 に 関す る 一 切 の 事項 を 処理 させ る も の と する 。 
また 、 事 業 実施 主体 は 、 現 場 監督 員 等 を 選任 し 、 請 負 契 約 書 、 実 施設 計 書 に 定 
め ら れ た 事項 に つい て 、 工 程 表 の と お り 工 事 が 実施 され る よう 指導 監督 等 に 当 た 
ら せ る ほか 、 主 要 工 事 及 び 埋 設 等 に より 工事 完了 後に は 明示 で き な い 部 分 の 現場 
写真 を 撮影 させ 、 工 事 の 記録 等 を 行わ する も の と する 。 
ウ 工事 の 検査 及び 引渡 し 
事業 実施 主体 RNN NT al 当該 請負 人 か ら 工 事 完了 届 
を 提出 させ る と と も に 、 請 負 契 約 書 に 定め られ た 期間 内 に し ゅ ん の 功 検 査 を 行っ た 
上 で 、 引 渡し を 受け る も の と す の 重信 お いて 、 当 該 検査 に 合格 し な いと 
き は 、 期 間 を 定め て 請負 人 に 手直し 工事 を 行わ せ 、 再度 検査 を 行っ た 後に = os 
し を 受け る も の と する 。 ま た 、 当 該 検査 に 合格 し た 工事 に つい て は 、 請 負 人 に 引 
取 証 を 交付 する も の と する 。 
(3) 委託 施工 
委託 施工 に お いて は 、 事 業 実施 主体 は 、 工 事 の 委託 先 を 定め 、 受 託 者 に 実施 設計 
書 に 基づき 、 か つ 、 所 定 の 委託 金額 を も っ て 、 所 定 の 期間 内 に 工事 を 完成 させ る と 
と も に 、 工 事 に 要 し た 経費 の 明細 書 の 提出 を 受け て 、 ee 
る 。 ま た 、 委 託 施工 を 選択 する 場合 は 、 1 の (1) に 定め る 総会 等 の 議決 等 所 要 の 
手続 を 行う ほか 、 請 負 施 工 と の 比較 検討 を 行い 、 委 託 施工 に よる こと と し た 理由 を 
明確 に し て お くも の と する 。 
事業 実施 主体 は 入札 終了 後 、 速 や か に その 結果 を 別紙 様式 第 5 号 に より 、 都 道 府 
県 知事 等 に 報告 する も の と する 。 
な お 、 委 託 施工 に お ける 工事 の 指導 監督 、 検 査 及 び 引 渡し 等 に つい て は 、 請 負 施 
工 に 準じ て 適正 に 行う も の と する 。 
6 契約 の 適正 化 
施設 等 整備 事業 に 係る 契約 に つい て は 、 5 に 定め る 事項 に 留意 の 上 、 契 約 手続 き 等 
の 一 層 の 公平 性 、 透 明 性 等 を 図る も の と する 。 
また 、 一 般 競争 入札 に つい て は 、 公 告 期間 は 10 日 以上 (土日 祝祭 日 は 参入 し な い ) 
を 確保 する も の と し 、 公 告 は 当 OT ムペ ー ジ 、 掲 示 
その 他 の 方 法 に より 行い 、 広 く 周知 に 努め る も の と する 。 
7 会 計 経 理 
会 計 経 理 は 、 次 に 掲げ る 事項 に 留意 し て 適正 na 
(1) 交付 対象 事業 費 の 経理 は 、 独 立 の 帳簿 を 設定 する 等 の 方 法 に より 、 他 の 経理 と 区 
分 し て 行う も の と する こ 0 括 し て 経理 する 
場合 に も 、 交 付 対象 事業 費 に つい て は 区 分 を 明確 に し て お く こ と 。) 。 
(2) 事業 費 の 支払 は 、 工 事 請 負 人 等 か ら の 支払 請求 に 基づき 、 出 来 高 を 確認 の 上 行う 
も の と し 、 そ の 都度 領収 書 を 受領 し て お く こ と 。 
(3) 金銭 の 出納 は 、 金 銭 出 納 著 等 及び 金融 機関 の 預金 口座 等 を 設け て 行う こと 。 
(4) 領収 書 等 金銭 の 出納 に 関す る 書類 は 、 日 付 順 に 整理 し 処理 の て ん 未 を 明らか に 


RE 
8 示し ゅ ん 功 工事 の 防止 
機械 ・ 施 設 等 の 整備 に つい て 、 事 業 実施 主体 は 








「 来 し ゅ ん 功 工事 に つい て 」 ( 昭 





和 49 年 10 月 21 日 付け 49 経 第 2083 号 農林 事 参 次 官 依 命 通知 ) 、 「 来 し ゅ ん 功 工事 の 
防止 に つい て 」 (昭和 55 年 3 月 1 日 付け 55 経 第 312 号 農 林 水 産 省 大 臣 官房 長 通知 ) 











Ce 























林 水 産 事 務 次 官 依 命 通知 ) に より 、 未 し ゅ ん 功 工 事 の 防止 に 努め る も の と し 、 必 要 に 








応じ て 予算 の 繰越 し 等 の 手続 を 行う も の と する 。 


第 14 事業 完了 に 伴う 手続 





1 し ゅ ん 功 届 














事業 実施 主体 は 、 工 事 が 完了 し た と き は 、 速 や か に その 

















旨 を し ゅ ん 幼 届 (別紙 様式 




















第 6 与 ) に より 、 都 道府県 知事 等 に 届け 出る も の と する 。 























2 事業 の 実績 報告 
事業 実施 主体 は 、 交 付 対象 事業 が 完了 し た と き は 、 
付 し て 者 道府県 知事 等 に 報告 する も の と する 。 
3 事業 実績 報告 時 及び 事業 完了 検査 時 の 確認 































































































実績 報告 書 に 出来 高 設計 書 を 深 














都 道 府 県 知 事 等 は 次 の (1) に より 、 施 設 等 整備 事業 が 完了 し て いる こと を 確認 





る も の と する 。 ま た 、 既 に 支払 が 行わ れ て いる 場合 に 








は 、 加 えて (2) 及び (3) | 


より 事業 費 が 適正 に 支出 ・ 受 領 さ れ て いる こと も 確認 する も の と する 。 














(1 ) 工事 完了 の 確認 
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IT 











現地 に お いて 現場 監督 者 等 か ら の 報告 及び 出来 高 設計 書 、 検 査 調書 、 引 渡 書 




















、 納 























品 書 、 工 事 請負 契約 書 等 の 書類 に より 工事 の 完了 期日 及び 事業 費 を 確認 




















(2) 施工 業者 へ の 事業 費 の 支払 を 証する 資料 





事業 実施 主体 か ら 施工 業者 に 対し て 事業 費 が 文 払わ れ て いる か を 会 計 帳 簿 、 振 込 





受付 書 等 で 確認 
(3 ) 施工 業者 が 事業 費 を 受領 し た こと を 証する 資料 











を 確認 。 
4 事業 完了 後 の 確認 








領収 書 の 写し 等 に より 、 施 工業 者 が 事業 実施 主体 か ら 事 業 費 を 受領 し て いる こと 








SNR RNN 事業 完了 後 目標 年 度 ま で 、 事 業 が 


正 に 実施 され て いる こと を 確認 する も の と する 。 
ne 














目標 年 度 ま で の 毎年 度 、 直 近 の 決算 報告 書 等 に より 経営 状況 を 確認 。 




















(2) 現地 確認 





現場 責任 者 等 か ら 施 設 の 稼働 状況 に つい て 聴取 し 、 





5 その 他 関 係 法規 に 基づく 手続 





























事業 先 了 に 伴っ て 、 土 地 改 良 法 に 基づく 工事 完了 届 又 は 建築 基準 法 に 基づく 使用 承 
誰 等 を 必要 と する と き は 、 事 業 実施 主体 は 、 関 係 法規 の 定め る と ころ に より 、 そ れ ぞ 


れ 所 要 の 手続 を 行う も の と する 。 





第 15 関係 書類 の 整備 
事業 実施 主体 は 、 交 付 対象 事業 の 実施 に 係る 次 に 掲げ る 関係 書類 等 を 整理 し 、 本 事業 
実施 計画 の 最終 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 整 備 ・ 保 管 し て お くも の と する 。 
た だ し 、 本 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 で 処分 制限 期間 を 経過 し な い 
場合 に お いて は 、 財 産 管理 台帳 及び その 他 関 係 書 類 等 を 整理 保管 し な けれ ば な ら な い 。 
1 予算 関係 書類 
(1) 事業 実施 に 関す る 総会 等 の 議事 録 及び 委託 施工 を 選択 し た 場合 に あっ て は 選択 理 
由 
(2) 予算 書 及 び 決 算 書 
(3) 地元 負担 金 (分 ( 負 ) 担 金 、 夫 役 、 現 品 、 寄 付 金 等 ) を 駆 課 、 徴 収 等 する 場合 に 
あっ て は 負担 金 付加 明細 書 
(4 ) その 他 予 算 関係 の 事項 を 示し た 書類 
2 工事 施工 関係 書類 
請負 、 委託 の 場合 
(1) 実施 設計 書 及 び 出 来 高 設計 書 
(2) 入札 て ん 末 書 
(3) 請負 契約 書 
(4) 工程 表 
(5) 工事 完了 届 及 び 現 場 写真 
(6 ) その 他 工 事 関 係 の 事項 を 示し た 書類 



















































































































































































































































































































































































3 経理 関係 書類 
( 1 ) 金銭 出納 簿 
(2) 証拠 書類 (見 積 書 、 請 求 書 、 入 出 金 伝票 、 領 収 書 及 び 借 用 証書 等 ) 
4 往復 文書 
交付 金 の 交付 か ら 実 績 報告 に 到 る まで の 申請 書類 、 承 認 申 請書 、 指 令 書 及び 設計 
書類 等 














5 施設 管理 関係 書類 

(1 ) 管理 規程 又は 利用 規程 
(2) 財産 管理 台帳 
(3) その 他 施 設 管理 関係 の 事項 を 示し た 書類 










































































第 16 交付 対象 事業 費 の 内 容 、 構 成 及び 積算 

1 交付 対象 事業 費 の 構成 

交付 対象 事業 費 の 構成 は 、 別 表 4 を 標準 と する 。 

2 交付 対象 事業 費 の 積算 及び 取扱 い 

交付 対象 事業 費 は 、 工 事 費 、 実 施設 計 費 、 工 事 雑費 及び 消費 税 等 相当 額 に 区 分 し て 
積算 する も の と し 、1 事業 が 複数 の 施工 方 法 に より 施工 され る 場合 に は 、 そ れ ぞ れ の 
施工 方 法 別に 区 分 し て 積算 する も の と する 。 
工事 費 、 実 施設 計 費 、 工 事 雑費 及び 消費 税 等 相当 額 に 区 分 し て 積算 する も の と する 。 





































































































展 











また 、 人 冷蔵 庫 等 を 建設 工事 と 分 離し て 製造 請負 施行 又は 直接 購入 する 場合 は 、 製 造 
me 工事 費 と 分 離し て に 本 の 
ア 工事 費 

( ア ) 積算 の 方 法 

a 工事 費 は 、 都 道府県 等 に お いて 使用 され て いる 単価 及び 歩 掛り を 基準 と し 

て 、 現地 の 実情 に 即 し た 適正 な 現地 実行 価格 に よる も の と し 、 建 設 工事 費 は 

直接 工事 費 、 共 通 費 及び 消費 税 等 相当 額 に 、 製 造 請 負 工 事 費 は 、 机 械 器 具 
江村 费 、 到 扩 费 及 忆 租 立 ， 报 付 工事 费 、 机 裤 吕 具 习 ， 本 機 及 び 附 属 作業 機 
に 区 分 し て 積算 する も の と する 。 

さら に 、 直接 工事 費 は 、 ee の 表示 に 従っ て 各種 目 ご と に 建築 工事 、 
電気 設備 及び 機械 設 00 分 し 、 共 通 費 は 、 共 通 仮設 費 、 現 場 管理 費 
及び 一 般 管理 費 等 に 区 LCEhheni OO する この 場合 、 各 費 
目 の 積算 に 使用 する 材料 等 の 価格 等 に は 、 消 費 税 及び 地方 消費 税 に 相当 する 
ee 必 
要 性 が 明確 で ある 場合 に 限り 、 性 能 の 比較 検討 等 を 行っ た 上 、 機 種 等 を 選定 
し て 行う こと が で きる も の と する 。 
b 工事 価格 の 積算 は 、 原 則 と し て 、「「 公 共 建 築 工事 積算 基準 」、「 公 共 
築 工 事 共 通 費 積算 基準 」、「 公 共 建 築 工事 標準 歩 掛 り 」、 [公共 建筑 数量 积 
算 基準 」、「 公 共 建 築 設備 数 量 積 算 基準 」、「 公 共 建 築 工 事 内 訳書 標準 様式 」 
及び 「 公 共 建 築 工事 見 積 標準 書式 」 の 制定 に つい て 」 (平成 17 年 3 月 25 日 
付け 16 经 第 1987 号 農 林 水 産 大 臣 官 房 経理 課長 通知 ) に 準じ て 行う も の と す 



























































































































































































































































































































































る 。 
( イ ) 支給 品 費 
a 支給 品 費 は 、 請 負 施 工 及 び 委 託 施工 に あっ て は 事業 実施 主体 が 、 Mo 
に 原則 と し て 無償 で 支給 する 工事 材料 費 と し 、 請 負 施 工 等 に 係る 工事 費 部 分 











と 区 分 し て 工事 費 に 計上 する も の と する 。 
b 支給 品 費 の 積算 は 、 支 給 材料 の 仕 入 価格 に 支給 材料 の 保管 、 運 搬 、 管 理 等 
に 必要 な 経費 を 加え た 額 と する 。 
c 工事 材料 に つい て 支給 を 行う 場合 は 、 工 事 材料 を 支給 する こと が 工事 費 の 
低減 に な る か どう か を 検討 し 、 支 給 す る こと が 工事 費 の 低減 に な る と き は 
原則 と し て 工事 材料 を 支給 品 費 と し て 積算 する も の と する 。 
( ウ ) 共通 仮設 
共通 仮設 費 は 、 建 物 及 び 工 作物 の 各種 の 直接 工事 に 共通 し て 必要 な 別表 5 に 
RS その 積算 は 、 当 該 直 接 工事 の 規模 、 工 事 期 間 等 の 実情 に 応じ 
て 適正 に 行う も の と する 。 
( 工 ) we 
a 諸 経 費 は 、 請 負 施 工 、 委 託 施工 に お いて 請負 人 等 が 必要 と する 別表 5 に 掲 
げ る 現場 管理 費 及 び 一 般 管理 費 等 と する 。 
b 諸 経 費 は 、 原 則 と し て 、 現 場 管 理 費 、 一 般 管 理 費 等 に 区 分 し て 積算 する も 
の と し 、 そ れ ぞ れ 直 接 工事 費 に 対し て 適切 な 比率 以内 と する 。 






































































































































































































































































































































( オ ) 消費 税 等 相当 額 
消費 税 等 相当 額 は 、 消 費 税 及 び 地 方 消費 税 に 相当 する 分 を 積算 する も の と し 、 

その 積算 は 、 工 事 価格 等 に 消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 税率 を 乗じ し た も の と する 。 
イ 測量 試験 費 

測量 試験 費 は 、 工 事 の た め の 測 量 、 試 験 及び 設計 等 に 必要 な 雇用 賃金 、 機 械 器 
具 費 、 消 耗 品 費 及び 委託 費 又 は 請負 費 と する 。 
ウ 実施 設計 費 

実施 設計 費 は 、 設 計 に 必要 な 調査 費 (地質 、 水 質 、 施 設 の 規模 、 構 造 、 能 力 、 
その 他 設 計 に 必要 な 諸 条 件 を 調査 する た め に 必要 な 費用 と する 。 ) 及び 設計 費 ( 設 


計 に 必要 な 費用 と する 。 
な お 、 





当該 実 


施設 計 と 











の と する 。 
エ 工事 雑費 


工事 雑費 は 、 事 業 実 施主 体 が 事業 を 施工 する こと に 伴い 、 











交付 対象 と する も の と する 。 


請け 負わ せる 場合 に お いて は 、 当 該 





) と し 、 当 該 実施 




















和 提 せ て 工事 の 施工 監 再 








人 
































て 、 直 接 必要 と する 別表 5 に 掲げ る 使途 基準 を 満た す 経 








する も の と 
) 


に 応じ て 積算 
(実施 設計 費 を 含む 。 








する 。 そ の 額 は 、 原 則 と し て 、 


jo 又は 請 け 負 わせ る 場合 








H を 建築 士 事 務 所 等 に 委託 し 、 又 は 
監理 料 を 実施 設計 費 に 含め る こと が で きる も 


現地 事務 所 等 に お い 
E 費 と し 、 事 業 の 施工 態様 











工事 価格 及び 測量 試験 費 











の 合 


ロロ 





第 17 事業 に より 整備 し た 施設 等 の 管理 運営 等 に つい て 




























































































































































































計 額 の 3.5 パー セン ト に 相 





当 す る 額 以 内 と する 。 




























































































































































































事業 実施 主体 は 、 施 設 等 整備 事業 に より 交付 金 の 交付 を 受け て 整備 し た 施設 等 を 、 常 
に 良好 な 状態 で 管理 し 、 必 要 に 応じ て 修繕 、 改 築 等 を 行い 、 そ の 設置 目的 に 肥 し て 最も 
効率 的 な 運用 を 図り 適正 に 管理 運営 する も の と する 。 

1 管理 主体 

施設 等 の 管理 運営 は 、 原 則 と し て 、 事 業 実施 主体 が 行う も の と する 。 
た だ し 、 事 業 実施 主体 が 、 施 設 等 の 管理 運営 を 直接 行い 難い 場合 に は 、 都 道府県 知 

事 等 が 適当 と 認め る 者 に 管理 運営 させ る こと が で きる も の と する 。 

この 場合 に お いて 、 事 業 実施 主体 は 、 管 理 の 委託 を 受け る 者 と 、 管 理 を 委託 する 施 
設 等 の 種類 、 設 置場 所 、 移 管 の 年 月 日 、 管 理 方 法 、 管 理 の 委託 を 受け る 者 の 権利 、 義 
務 、 そ の 他 の 必要 な 事項 に つい て 協議 し 、 委 託 契約 を 締結 する も の と する 。 
2 管理 方 法 
(1) 事業 実施 主体 は 、 施 設 等 の 管理 状況 を 明確 に する た め 、 交 付 要綱 別記 様式 第 8 号 
に よる 財産 管理 台帳 を 備え 置く も の と する 。 

(2) 事業 実施 主体 は 、 そ の 管理 する 施設 等 に つい て 、 所 定 の 手続 を 経て 管理 規程 又は 
利用 規程 を 定め る こと に eh 
を 図り 得る よう 必要 な 資金 の 積立 に 努め る も の と する 。 特に 、 交 付 金 の 交付 を 受け 





て 圧縮 記帳 を 行っ て いる 場合 に は 、 

















留意 する も の と する 。 








一 


(3) 





(2) 0 管理 


規程 又は 利用 規程 





ーー 











必要 な 項目 を 明 





記す る も の と する 。 


ょ 、 次 に 掲げ る 事項 の うち 施設 等 の 種類 


に 応じ 


事業 


设置 








名 及び 目的 


場所 


種類 、 名 称 、 構 造 、 規 模 、 型 式 及び 数 量 














管理 











主体 名 並び に 管 

















理 責任 者 の 役職 及び 氏名 











利用 


保全 





償却 に 





者 の 範囲 





に 関す る 事項 
関す る 事項 








な 資金 の 積立 





利用 方 法 に 関す る 事項 
利用 料 に 関す る 事項 





























YF UT AH TD 


その 


他 必 要 な 事項 


に 関す る 事項 


i に 関す る 事項 














(4) 事業 実施 主体 は 、 施 言 A NS 


に 
( 
施 


に 供し 、 又 は 取り 壊 そ うと する と き は 、「 補 助 事業 等 に 


め 、 施 設 
る 。 

財産 処分 
事業 実施 








設 等 を 当 


























等 の 管理 運 党 可 | | 誌 NN 














け 等 の 手続 
主体 は 、 施 設 き 














に つい て 、 そ の 処分 制限 期間 

















昭和 31 年 农林 省 第 18 号 


) 別表 に 定 


ーー 











し 、 そ の 効率 的 運用 を 図る た 





施設 利用 簿 等 を 適宜 作成 し 、 整 備 保存 する も の と す 


(減価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 


関す る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省 令 第 15 号 ) 及び 農林 畜 水 産業 関係 補助 金 等 交付 規則 
め る 耐用 年 数 を いう 。 以 下 同 じ 。) 内 に 、 当 該 





該 交 付 金 の 交付 の 目的 に 反 し て 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 し 、 貸 付け し 、 担 保 


し た 財産 の 処分 等 の 承認 基準 に つい て 」 (平成 20 年 5 
林 水 産 省 大 臣 官 房 経理 課長 
より 、 都 道府県 知事 等 の 承認 を 受け な けれ ば な ら な い 。 






































通知 。 以下 「 承 認 基準 通知 」 








この 場合 に お いて 、 都 道府県 知事 等 は 、 当 























より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 
月 23 日 付け 20 経 第 385 号 农 
と いう 。) の 定め る と ころ に 








謙 申 請 の 内 容 を 承認 する と き は 、 承 認 





準 通知 の 定め る と ころ に より 、 その 必要 性 を 検討 する と と も に 、 あら か じ め 地 方 農政 
es を 受け な けれ ば な ら な い 。 
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時 こ に 行う と き は 、 あ ら か じ め 、 


增 





に 伴う 手続 

















i 施設 等 の 移転 、 更 新 又 は 生産 能力 、 


に 影響 を 及ぼ す と 認め られ る 変更 を 伴う 増築 、 模 様 替 え を 等 を 当該 施設 等 の 処分 制限 期 
施設 等 整備 事業 で 取得 又は 効用 の 増加 し た 施設 等 の 





築 届 ( 別 


災害 の 幸 

















紙 様式 第 7 号 ) に 


a 

















(1) 事業 実施 主体 は 、 天 災 


せ ず 、 又 は 交付 対象 事業 の 遂行 が 


知事 等 ( 
な お 、 





する も の 





に 報告 し 、 そ の 指 
報告 に 当たっ て は 





























と する 。 


(2) 事業 実施 主体 は 、 施 設 各 


























利用 規模 若しくは 利用 方 法 等 

















より 、 都 道府県 知事 等 に 届 




















け 出 る も の と する 。 











その 他 の 災害 に より 、 交 付 対象 事業 が 予定 の 期間 内 に 完了 





示 を 受け る も の と する 。 
、 災 害 の 種類 、 被 災 年 月 日 、 




















程度 及び 復旧 見 込 額 並び に 防災 及び 復旧 措置 等 を 明 ら 











に つい て 、 処 分 制限 期間 内 に 天 


困難 と な っ た 場合 は 、 速 や か に その 則 を 都 道 府 県 














被災 時 の 工事 進捗 度 、 被 災 
か に し た 上 で 被災 写真 を 添付 








天災 その 他 の 災害 を 受け た 


と き は 、 承 認 基 準 通 知 の 規定 に 準じ て 都 道 府 県 


第 18 自社 製品 の 調達 又は 関係 会 社 か ら の 
本 事業 に お いて 、 交 付 対象 事業 費 の 中 に 事業 実施 主体 の 自 
EE か ら の 調達 分 (工事 を 含む ) が ある 場合 、 
当分 が 含ま れる こと は 、 
の 交付 の 目的 上 ふさ わし く な いた め 、 





和 
体 の 利益 等 

















する 。 


1 利益 等 排除 の 対象 と な る 




















を 受け る 場合 ( 他 の 会 





調達 








B 


調達 先 
事業 実施 主体 が 次 の (1) か ら (3) まで の いずれ か の 関係 を 有する 会 4 
に を 経由 し た 場合 、 い わ ゆ る 下請 会 














人 益 等 排除 の 対象 
(1 ) 事業 実施 主 


と する 。 
本 自身 





以下 の と お り 利 益 等 





























が ある 場合 の 利益 等 排除 
OD 





-于 口 
上 製品 


知事 等 に 報告 する も の と する 。 


則 達 又は 関係 会 








交付 対象 事業 の 実績 額 の 』 
































に 事業 実施 主 


骨 達 先 の 選定 方 法 い か ん に か か わら ず 、 交 付 金 
当分 の 排除 を 行う も の と 





E か ら 調 達 

















(2) 100% 同 一 の 資本 に 属す る グル ー プ 企業 





(3) 事業 実施 主 


本 の 関係 会 ね 











社 、 子 会 
お ける 当該 他 の 会 視 
2 利益 等 排除 の 方 法 


(1 ) 事業 実施 主体 の 自 視 








[及び 関連 会 視 
上 等 を し 




















SA、 














と する 。 


(2) 100% 同 一 の 資本 に 属す る グル ー プ 企業 か ら の 調達 の 場合 
調達 品 の 製造 原価 以内 で ある と 証明 で きる 場合 は 、 取 引 価格 を も 
調達 先 の 直近 年 度 の 決算 報告 ( 単 
の 割合 (マイ ナス の 場合 は ゼ 


AL 去 
该 


取引 価格 が 





っ て 交付 対象 と する 。 これ に より が た い 場 合 に は 、 


た を 9 


独 の 損益 計算 
ロ と する 。) 在 如 一 忒 取 3 
































(3) 事業 実施 主体 の 関係 会 視 
取引 価格 が 製造 原価 と 当該 調達 品 に 対す る 経費 等 の 販売 費 及 び 








告 ) に お ける 売上 高 に 対す る 売上 総 利 ? 


価格 か ら 利益 








EE か ら の 調達 の 場 





















































H 当 額 の 排除 を 行う 。 
人 











E 等 の 関連 会 


: の 場合 を 含む 。) は 、 利 





上 (事業 実施 主体 と の 関係 に お いて 、 財 務 諸 表 等 の 用 語 、 
様式 及び 作成 方 法 に 関す る 規則 (昭和 38 年 大 蔵 省 令 第 59 号 ) 第 8 条 に 定め る 親 会 
並び に 事業 実施 主体 が 他 の 会 
(2) を 除く 。) 


一 
し 





上 で ある 場合 





[調達 の 場合 、 当 該 調達 品 の 製造 原価 を も っ て 交付 対象 事業 費 


























へ 

















J 
JXx 





管理 


費 と の 














口 





計 以内 で ある と 証明 で きる 場合 、 取 引 価格 を も っ て 交付 対象 事業 費 と する 。 こ れ に 





より が た い 場 合 は 、 


B 








財 達 先 の 直近 年 度 の 決算 報告 〈( 妾 狐 




















の 損益 計算 























a 
下 


) に お ける 売 


上 高 に 対す る 営業 利益 の 割合 (マイ ナス の 場合 は ゼロ と する 。) を も っ て 取引 価格 



































か ら 利 益 相 
( 注 ) 
対す る お 
する も の と する 。 
第 19 留意 事項 
1 

















2 





見 積 ミ ョ 








当 額 の 排除 を 行う も の と する 。 
「 製 造 原価 」 及び! 販売 費 及 び 一 般 管 班 








E 費 」 に つい て は 、 そ れ ヵ 























\ 費 で ある こと を 証明 する も の と する 。 また 、 そ の 根拠 と な る 資料 を 
































当該 調達 





に 





口 
口 口 
提 | 











事業 実施 主体 は 、 事 業 の 進行 状況 等 を 都 道 府 県 知事 等 に 随時 報告 する ほか 、 都 道 府 
県 等 の 担当 者 の 求め に 応じ て 報告 を 行い 、 適 切な 事業 の 執行 に 努め る も の と する 。 
に より 事業 費 を 算定 する 場合 に は 、 原 則 と し て 、 複 数 の 者 か ら 見 積 ョ 

















書 を 徴収 


し 比較 検討 する も の と 
3 


交付 の 対象 と する 施設 


する 。 
・ 機 械 等 は 


50 万 円 以上 の も の と する 。 


4 既存 施設 又 
i 
以下 同じ 。 
場合 は 、 
都合 の な いも の と する 。 











增 统 
日 漆 


) の 利用 に 








女生 、 併設 











等 の 事業 又 【 


A 
材質 、 規 格 、 形 式 等 が 新品 新 資材 と 一 体 的 な 施工 及び 利用 





な お 、 


5 事業 実施 主体 は 、 過 剰 な 施設 等 の 整備 を 排除 する な ど 、 


め る も の と する 。 


6 i で 取得 予定 と し て いる 





A I ee cs 新 品 


、 原 則 と し て 、 耐 用 年 数 が お お むね 5 年 以上 か つ 


及び 新 材 を 利 





古 品 及び 古 材 ( 








占 機 械 を 含む 。 











管理 





古 品 及び 古 材 を 利用 する 














不行 上 万 不 








徹底 し た 事業 費 の 低減 に 努 


输 | 














三 对 


[ 向 け HACCP 等 の 认 





・ 認 証 を 取得 し て いな い 事 業者 は 、 目 標 年 度 以降 に あっ て も 、 事 業 実施 計画 に 基 づ 


Wi 
な けれ ば な ら な い 。 
7 輸 』 
っ て は 

















出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 


向け HACCP 等 の 認定 ・ 
品质 卫生 管理 








ある 。 
を 行っ た 場合 に は 、 
事業 実施 計画 中 
これ を 提出 する こと と 


ロロ 





口 口 




















8 本 事業 に 係る 収入 及び 支 』 





証拠 書類 又 


に 明記 する と と も に 


この た め 、 事 業 実 施 に 先立ち 、 














質 ・ 衛 生 管理 専 











する 。 














保管 し な けれ ば な ら な い 。 
9 取得 財産 等 が ある 場合 は 、8 の 帳 科 等 は 、8 の 規定 に か か わら ず 取 得 財産 等 の 処分 








制限 期間 中 
10 輸 | 




















林 水 産物 及び 食品 の 輸 ! 


図り な が ら 協 力 す る こ 





促進 法 の 第 13 条 に お いて 、 


























専門 家 等 を 活用 し た 調査 ・ 





門 家 等 の 指 
、 当 该 指 


を 明らか に 








検討 を 十分 








品質 ・ 卫生 管理 











B 専 門 

















し た 帳 答 並 びに 当該 収入 及び 支 | 
は 証拠 物 を 、 事 業 実施 計画 の 最終 年 度 の 翌年 度 か ら 起算 し て 5 年 間 整 備 ・ 


は 整備 ・ 保 管 し な けれ ば な ら な い 。 
国 、 都 道府県 等 、 株 式 会 社 
の 促進 の 総合 的 か つ 一 体 的 な 推進 を 図 
と を 定め 、 活動 内 容 ( 











仕組 み を 創設 
業者 名 、 
等 に 関わ ら ず 、 必 要 ( 
し 、 事業 実施 主体 が 第 
11 


し て いる 。 





に 応じ 、 株 式 会 社 
4 MS 上 6 
施設 等 整備 事業 に より 整備 し た 施 





導 内 容 等 が 分 

















け か る 書 








こ 応じ て 融資 等 の 支援 措 


認証 の 取得 を 実現 する た め 、 事 業 実施 計画 の 策定 に 
に 行う こと が 効果 的 で 





家 等 を 活用 し た 調査 ・ 
導 内 容 及 びそ の 対応 状況 等 に つい て 、 


認証 を 取得 し 、 事 業 の 目的 が 達成 され る よう 取り 組ま 


Se 








検討 





面 等 が ある 場合 は 、 





[日 本 政策 金融 公庫 は 
る た め 、+ 
置 を 講ず る た め の 




















(こつ いて の 











=) 
、 层 


互 に 連携 を 






































この こと か ら 、 本 事業 の 実施 に 当たり 、 本 申請 ( 
所 在 地 、 事 業 規模 等 ) に つい て 、 事 業 実施 主体 の 規模 及び 性 質 、 採 択 の 有無 
[日 本 政策 金融 公庫 に 提供 する こと と する (た だ 
て 情報 提供 へ の 同意 を し な い 場 合 を 除く ) 。 





こ 係る 情報 ( 事 

















に つい て 、 事 業 名 ・ 導 入 年 


ee 
12 事業 実施 主体 は 、 第 5 の 1 の (8) 


行う 機関 が 発行 する 融資 証明 書 、』 
証明 する 書類 を 、 都 道府県 








する 。 





に 規定 する 貸付 け 




















資 


証明 書 、 

















等 か ら 事 業 実施 主体 へ の 交付 決定 時 ま 


OO 








月 日 を 表示 (プレ 





資金 の 


RT 








= 








出す る も の と 











附 上 
この 要綱 は 、 令 和 2 年 1 月 30 日 か ら 施 行 す る 。 
附 


則 
1 の 要綱 は 、 令 和 2 年 4 月 30 日 か ら 施 行 する 。 
2 の 通知 に よる 改正 前 の 本 要綱 に より 実施 し た 事業 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よ 
る 。 
附则 





1 この 要綱 は 、 令 和 3 年 1 月 28 日 か ら 施行 する 。 

2 この 通知 に よる 改正 前 の 本 要綱 に より 令 和 2 年 度 ま で に 又は その 翌年 度 以降 に 繰り 越 
し て 実施 し た 事業 (第 7 の 事業 実施 等 の 手続 、 第 10 の 1 の 報告 、 第 11 の 1 の 報告 、 第 
15 の 関係 書類 の 整備 を 除く 。) に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よる 。 









































附则 
1 この 改正 は 、 令 和 3 年 12 月 23 日 か ら 施行 する 。 
2 1 に よる 改正 前 の 本 要綱 に 基づく 事業 に つい て は 、 な お 従前 の 例 に よる (第 10 の 1 及 
び 第 11 の 1 を 除く 。) 。 
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別表 1 











附帯 事務 費 の 使途 基準 
区 分 内 容 
旅 费 | 普通 旅費 (設計 審査 、 検 査 等 の た め 必要 な 旅費 ) 





報 酬 














N 
巡 




















聞 
五山 
忠 








\ 
ai: 
問 
六 


tt 
bm 
并 





Em 
守 
六 
































| 


日 額 旅費 (官公 牧 等 へ の 常時 連絡 及び 工事 の 施行 、 監督 、 測量 、 
査 又は 検査 の た め の 管 内 出張 旅費 ) 
委員 等 旅費 (委員 に 対す る 旅費 ) 
費用 弁償 (会 計 年 度 任用 職員 に 対し て 支払 う 通勤 に 係る 費用 ) 





















































会 計 年 度 任用 職員 に 対し て 支払 う 実働 に 応じ た 対価 





報酬 が 支 電 され る 者 に 対す る 期末 手当 














日 々 雇用 され る 雑役 並び に 事務 及び 技術 補助 員 に 対す る 賃金 




















現地 確認 等 の 指導 ・ 監 督 等 に 対す る 専門 家 経 費 














報酬 が 支 弄 され る 者 に 対す る 社会 保険 料 





謝金 











消耗 品 費 (各種 事務 用 紙 、 帳 簿 、 封 竹 等 の 文房具 、 そ の 他 消 耗 品 
費 ) 燃料 費 (自動 車 等 の 燃料 費 ) 

食糧 費 (当該 事業 遂行 上 特に 必要 な 会 議 用 弁当 、 茶 菓子 等 ) 
印刷 製本 費 (図面 、 諸 帳 短 等 の 印刷 費 及 び 製 本 費 ) 

修繕 費 ( 語 用 器具 類 の 修繕 費 ) 



























































役 務 費 














通信 運搬 費 (郵便 料 、 電 信 電 話 料 及び 運搬 費 等 ) 
































使用 料 及 び 賃 借 料 











備 品 購 入 費 





市 町村 附带 事务 费 








会 場 借 料 、 自 動車 、 事 業 用 機械 器具 等 の 借 料 及び 損料 











机 械 器 具 等 购 入 费 











当該 事業 実施 に お いて 市 町 村 が 使用 する 、 旅 費 、 報 酬 、 期末 手当 、 



























































共済 費 、 報償 費 、 需 用 費 、 役務 費 、 使用 料 及び 賃貸 借 料 及 び 備 品 購 
入 費 

















注 : 本 事業 の 実施 


こ 必 要 な 経費 に 限る 。 











別表 2 
配分 基準 表 




















評価 項目 及び 配点 基準 0 の 



































去 
中 上 





< 


窟 ① すでに 輸出 実績 が ある 場合 、 直 近 3 年 の うち 年 間 輸 出 額 の 最大 金額 が 次 の い 
人 ずれ か に 該当 す 















































る 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 
ア 1 億 円 = 輸出 額 
イ 5 千 万 円 ミ 輸出 額 < 1 億 円 
ウ 1 千 万 円 输出 额 ” < 5 千 万 1 





























② 次 の いずれ か の 認定 ・ 認 証 を 既に 取得 し て いる 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 す 
る 。 (複数 選択 不可 ) 
ア 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 4 
イ 1S022000、GFS 承認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 安 3 

全 強 化 法 ) へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 
ウ JFS-B、 有 機 JAS 等 (加工 ・ 流 通 施設 に お ける 取得 の み 対 象 ) 1 
















































































③ 目標 年 度 に お ける 輸出 の 増加 額 が 次 の 項目 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 該 
ポイ ント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 

1 億 円 増加 

5 千 万 円 ミ 増加 

3 千 万 円 






































[詩人 きき 】 














< 1 億 円 
< 5 千 万 円 
2 千 万 円 < 3 千 万 站 
増加 額 円 
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和 人 IAAIAOIAIA 


HH ささ 
已 


站 器 总 器 剖 





= MN Ww Rk MT 


カ 
増加 
加 

















由 第 9 の 費用 対 効 果 分 析 の 手法 に より 算出 し た 投資 効率 が 次 の いずれ か に 該当 
する 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 
站。 2 費用 対 効 果 2 
イ 1.5 三 費用 対 効 果 < 2 1 




















IA IA 























⑤ (1) 若しくは (2) の 認定 ・ 認 証 を 事業 実施 計画 に て 取得 予定 と し て いる 
場合 又は (3) の 対応 を 行う 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 
(1) 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 5 
(2) 輸出 に 対応 する た め に 必要 な 認証 。 
ア 1S022000、GFSTI 承認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食品 4 
安全 強化 法 ) へ の 対応 ハラ ー ル ・ コ ー シ ャ 
イ JFES-B、 有 機 JAS 等 (加工 ・ 流 通 施 設 に お ける 取得 の み 対 象 ) 
(3) 輸出 先 国 に お ける 検疫 や 添加 物 等 の 規制 へ の 対応 4 























































































































@ 次 の いずれ か の 取組 に 該当 する 場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 
不可 ) 
(1) 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 に 向け て 、 品 質 ・ 衛 生 管 理 専門 家 を 2 

活用 し た 調査 ・ 検 討 を 十分 に 行っ た 取組 と な っ て いる 。 

(2) 検疫 や 添加 物 等 の 規制 へ の 対応 と し て 、 当 該 規制 に 係る 専門 家 を 活用 し た 2 

調査 ・ 検 討 を 十分 に 行っ た 取組 と な っ て いる 。 























































































































ull 


















































⑦ 「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 に お いて 重点 品目 に 位置 づけ られ 
た 品目 の 輸出 拡大 に 取り 組む 事業 者 で ある 。 



























































【 計 活 沙 】 






































輸出 商品 の 主 原料 に お ける 国産 原料 の 使用 割合 が 、 次 の いずれ か に 該当 
場合 、 当 該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 

了 70% ミ 使用 割合 
イ 50% ミ 使用 割合 < 70% 
※ 複 数 商品 が 該当 する 場合 、 全 体 で 使用 割合 を 算定 する こと 。 
※ 将 来 的 な 目標 で は な く 、 現 状 の 重量 で 算定 する こと 。 





























= 
= 


































































































@ 中 小 企业 基本 法 〈 昭 和 三 十 八 年 法 律 第 百 五 十 四 号 ) 第 二条 で 規定 され る 
企業 者 又は 小 規模 企業 者 で ある 。 









































【 都 道府県 ポイ ント 】 

⑩ 地域 の 振興 作物 ・ 産 品 な ど 地 域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て いる か 。 
ア 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 十 分 に 効果 が 見 込ま れる 。 
イ 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 概 ね 効果 が 見 込ま れる 。 
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还 元 率 = {iX (1 二 ii) ?} 二 { 人 (1L 二 ii) ?一 1] 
i 三 割引 率 三 0.04 
n 三 総合 耐用 年 数 事業 費 合計 額 テ 施設 等 別 年 事業 費 の 合計 額 





















































た だ し 、 施 設 等 別 年 事業 費 三 施設 等 別 事業 費 二 当該 施設 等 耐用 年 数 

































































0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 
0. 








oo oo Oooo Po oo Po lo 
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別表 4 
機械 ・ 施 設 等 整備 




















\ 

















則 
| 
EE 
I 
上 
证 














i 
Vy 
A 





工事 俩 格 


“ 消 











工事 原価 ゴ 






































ーー- 』 往 戸 


機械 設備 工事 費 




















































































































ー 消費 税 相当 額 






































| 機械 器具 費 及 び 機 材 費 


組立 ・ 据 付 工事 一 





費 税 相当 額 

















機械 器具 


所 














購入 費 


消費 税 相当 人 額 


























党 
可 
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別表 5 


各種 経費 


共通 仮設 








内 


容 





机 


对 


周 


EN 





械 器 



































敷地 測量 
i 


・ 整 理 、 仮 道路 、 仮 橋 、 


























道 板 及び f 





反 現 場 事務 所 倉庫 、 和 宿舎 等 直接 工事 に 
置 ・ 撤 去 及 び 補 修 等 に 要する 費用 


反 囲 、 工 事 用 道路 、 歩 道 構 台 、 














場内 通信 設 

















き 地 その 他 占 有料 等 に 関す 


通 的 に 必要 な 仮 施設 等 の 設 





備 人 等 の 工事 用 施設 














置 ・ 撤 去 及び 補修 等 に 要する 費用 
地面 力 試 験 、 施 設 の 機能 試験 普 
用 






































由 





頃 


動力 用 水 光 熱 費 











整理 清掃 、 


費用 


屋外 後片付け 清掃 、 




















工事 用 電気 設備 及び 工事 用 給排水 設備 に 要する 費用 並び に 





水 及び 光熱 等 に 関す る 引込 負担 金 等 に 要 
設 用 機械 及び 機械 器具 要 す 


事 施工 の た め の 安 全 に 
安全 標識 及び 合図 人 








共通 仮 

















wn 























EL 上、 














反 設 に 伴う 運搬 に 要する 費用 
通 仮設 等 に 


共通 








上 記 の いずれ に も 属さ な い 共 


屋外 発生 材 処 分 


する 費用 
る 費用 








びに 材料 及び 製品 試験 等 に 要する 費 


及び 養生 等 に 要する 


動力 、 用 








伴う 費用 
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2 現場 管理 費 






































































































































































































































































































































区 分 内 容 

労務 管理 費 | 現場 労働 者 及び 現場 雇用 労働 者 の 労務 管理 に 要する 費用 、 募 集 及び 
解散 に 要する 費用 、 厚 生 に 要する 費用 、 純 工事 費 に 含ま れ な い 作 業 
用 具 及 び 作 業 用 被服 等 の 費用 、 賃 金 以 外 の 食事 、 通 勤 費 等 に 要する 
費用 、 安 全 及 び 衛 生 に 要する 費用 並び に 労災 保険 法 に よる 給付 以外 
に 災害 時 に 事業 主 が 負担 する 費用 

租 税 公 課 | 工事 契約 書 等 の 印紙 代 、 申 請書 ・ 騰 抄本 意 記 等 の 証紙 代 等 及び 諸 官 
公署 手続 費用 

保 険 料 | 火災 保険 、 工事 保険 、 自 動車 保険 、 組立 保険 、 賠償 責任 保険 及び 法定 
外 の 労災 保険 の 保険 料 

従業 員 給 与 手当 現場 従業 員 及 び 現 場 雇用 労働 者 の 給与 、 諸 手当 (交通 費 、 住 宅 手当 
等 ) 及び 賞与 並び に 施工 図 等 を 外注 し た 場合 の 設計 費 等 

退 职 人 金 | 現場 従業 員 に 対す る 退職 給与 引当 金 繰 入 額 及び 現場 雇用 労働 者 の 退 
職 金 

法定 福利 費 現場 従業 員 、 現 場 労働 者 及び 現場 雇用 労働 者 に 関す る 労災 保険 料 、 
0 健康 保険 料 及 び 厚 生年 金 保険 料 の 事業 主 負 担 額 並び に 

設 業 退職 金 共済 制度 に 基づく 事業 主 負担 額 

福利 厚生 費 RE 
費用 

事務 用 品 費 | 事務 用 消耗 品 費 、 事務 用 備品 、 新聞 ・ 図 書 ・ 雑 誌 等 の 購入 費 及 び 工 事 
写真 代 等 の 費用 

通信 交通 費 | 通信 費 、 旅 費 及 び 交 通 費 

補 償 費 | 工事 施工 に 伴っ て 通常 発生 する 騒音 、 振 動 、 濁 水 、 工 事 用 車両 の 通 
行 等 に 対し て 、 近 隣 の 第 三 者 に 支払 われ る 補償 費 (た だ し 、 電 波 障 
害 等 に 関す る も の を 除く 。) 

原価 性 経費 配 央 | 本 来 現場 で 処理 すべ き 業 務 の 一 部 を 本 店 及び 支店 が 処理 し た 場合 の 

額 経費 の 配 央 額 

雑 費 | 会 議 費 、 式 典 費 、 工 事実 績 等 の 登録 等 に 要する 費用 その 他 上 記 の い 
ずれ の 科目 に も 属さ な い 費 用 














内 


只 








洽 


员 報酬 


従業 員 給料 手当 














取締 役 及 び 監 査 役 に 要 する 経費 














本 店 及び 支店 の 従業 員 に 対す る 給与 、 諸 手当 及び 賞与 (賞与 引当 金 

















維持 修繕 費 
事務 用 品 費 





通信 交通 費 














繰 入 額 を 含む 。) 














本 店 及び 支店 の 役員 及び 従業 員 に 対す る 退職 金 (退職 引当 金 繰 入 額 


及び 退職 年 金 掛け 金 を 含む 。) 























本 店 及び 支店 の 従業 員 に 関す る 労災 保険 料 、 雇 用 保険 料 、 健 康 保険 


料 及 び 厚 生年 金 保険 料 の 事業 主 負担 額 




















本 店 及び 支店 の 従業 員 に 対す る 貸与 被服 、 医 療 及 び 慶 所 見舞 等 の 福 
利 厚生 等 に 要する 費用 


建物 、 機 械 及び 装置 等 の 修繕 維持 費 並 びに 倉庫 物品 の 管理 費 等 















































事務 用 消耗 品 、 固 定 資産 に 計上 し な い 事 務 用 品 及び 新聞 参考 図書 等 
の 購入 費 

















動力 用 水 光熱 費 
調査 研究 費 


広告 宮 伝 費 





通信 費 、 旅 費 及 び 交 通 費 


電力 、 水 道 及び ガス 等 の 費用 








技術 研究 及び 開発 等 の 費用 














広告 又は 宣伝 に 要する 費用 














地 代 家 賃 




















減価 償却 費 
試験 研究 償却 費 
開発 償却 費 



































事務 所 、 寮 及び 社宅 等 の 借地 借家 料 




















建物 、 車 両 、 機 械 装置 、 事 務 用 品 等 の 減価 償却 額 
新 製品 又は 新 技術 の 研究 の た め の 特 別に 支出 し た 費用 の 償却 額 























新 技術 又は 新 経営 組織 の 採用 、 資 源 の 開発 及び 市 場 の 開拓 の た め の 











特別 に 支出 し た 費用 の 償却 額 



































租税 公 課 
保険 料 
契約 保証 費 
雑 費 





不動 産 取 得 税 、 固 定 資産 税 等 の 租税 及び 道路 占有 料 そ の 他 の 公課 





























火災 保険 その 他 の 損害 保険 料 





契約 保証 に 必要 な 費用 








神 
な い 費 用 


内 打合せ の 費用 及び 諸 団 体 会 費 等 の 上 記 の いずれ の 項目 に も 属さ 























分 内 容 


























酬 | 用 地 買収 交渉 、 土 地 物件 等 の 評価 及び 登記 事務 に 要する 費用 





金 | 日 々 雇用 者 賃金 (測量 、 事 務 及 び 現 場 監督 補助 人 夫 等 の 賃金 ) 
費 | 賃金 に 係る 社会 保険 料 


费 | 消耗 品 費 、 燃料 費 、 光 替 水 料 、 印刷 製本 費 、 広告 費 、 修繕 費 及 び 食 糧 
费 (事業 遂行 上 特に 必要 な 会 議 用 弁当 及び 茶 菓 子 周 料 と する 。) 


費 | 通信 運搬 費 、 手 数 料 、 筆 耕 扶 訳 料 及び 雑役 務 費 
費 | 測量 、 設 計 及 び 登記 等 の 委託 費 
費 | 事業 実施 の 打合せ 等 に 必要 な 旅費 
賃借 料 | 土地 建物 、 貨 客 兼 用 自動 車 及び 事業 用 機械 器具 の 借 料 及び 損料 





















































































































































購入 費 事業 実施 に 直接 必要 な 庁 用 器具 及び 事務 用 機械 器具 の 購入 費 























费 | 租税 以外 の 公 の 金銭 負担 の うち 分 揚 金 、 手 数 料 及び 使用 料 等 
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別紙 様式 第 1 号 














I 











6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 
(食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 ) 








事業 実施 計画 書 
都 道 府 県 知 事 等 殿 事業 実施 主体 名 
代表 者 氏名 














6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 監 
急 対策 事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 命 通 知 ) 第 7 
こ 基 づき 、 事 業 実施 計画 を 提出 する 。 























一 一 
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1 事業 実施 主体 等 の 概要 及び 添付 書類 








事業 実施 主体 の 名 称 过 

















| 号 卜 着 
| 洲 训 


モ た る 事務 所 の 所 在 地 






























































HP アド レス 
HACCP チー 編成 状況 注 2 








担当 部 站 人 担当 部 門 に お ける 役割 、HACCP 研 修 受講 状況 等 



































注 1 De 二 、 事业 内 容 义 | は 製造 品目 が わか る も の を 記入 する (酒類 メー カー、 菓子 メー カ 、 飲 料 メ カー、 物 流 企業 等 ) 

2 輸出 品目 の 製品 製 人 等 に 係る 各 担 当 部 門 を 記載 する と と も に 、 担 当 部 門 の 責任 者 や 担当 者 、 氏名 、 役割 を 記載 する こと 。 
また 、HACCP チ ー ムン バー の うち 必ず 1 名 は HACCP 研修 受講 済み の 者 を 含め る こと と し 、 き の 講 済み 研修 及び 研修 の 受講 年 月 日 を 明記 する こと 。 
な お 、HACCP 研 修 の 受講 状況 は 、 事 業 実施 主体 の 従業 員 等 、 組 織 内 の 人 員 に お ける 受 講 状 況 を 記載 する こと (外部 専門 家 は 研修 受講 者 に 含め な いこ と)。 









































既に 採択 が 決定 及び 申請 中 、 現 在 実施 し て いる 事業 、 中 貞 か ら の 補助 を 受け 実施 し た 事業 が あれ ば 、 採 択 (予定) 年 度 、 事業 名 及び 事業 概要 を 記入 くだ さい 。 


























採択 (予定 ) 年 度 














E の 経営 状況 





※ 損 益 計算 書 に より 確認 


a 5 経常 損益 一 営業 利益 
経常 損 視 業 外 収 益 一 営業 外 電 


( 換 導 と 負 休 の ※ 貸 借 対照 表 に より 確認 


うち 利益 剰余 金 




































































(2) 個人 情報 の 取扱 い 
| 本 事業 の 実施 に 当たり 、 本 申請 に 係る 個人 情報 等 に つい て 、 関 係 自治 体 に 提供 する こと に 同意 し ます 。 | 
( 





























同意 いた だ け な い 場合 は 、 取組 内 容 等 が 確認 が で き な い た め 、 本 事業 の 実施 が で き な い 場合 が あり ます 。) 











(3) 個人 情報 の 取扱 い ( 任 








































































































本 事業 の 実施 に 当たり 、 諾 林 水 産 和 朋 び 食品 の 輸出 の 促進 に 関す る 法律 (人 和 元 年 法律 筑 57 号 ) の 第 13 条 に 則り 、 事 業者 名 、 所 在 地 、 事 
同意 し ます 業 規 模 等 に つい て 、 事 業 実施 主体 の 規模 及び 性 質 、 採 択 の 有無 等 に 関わ ら ず 、 株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 に 提供 する こと に 同意 し ます 。 
※ 同 意 いた だ け な か っ た 場合 で も 、 事 業 の 採択 等 に 影響 は ご ざい ませ ん 。 
※ 農 林 水 産物 及び 食品 の 輸出 の 促進 に 関す る 法律 ( 令 和 元 年 法律 第 57 呈 ) 第 一 三条 
同意 し ませ ん 国 、 都 道府県 等 、 株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 は 、 農 林 氷 産物 及び 食品 の 輸出 の 促進 の 総合 的 か つ 








- 体 的 な 推進 を 図る た め 、 相 互 に 連携 を 図り な が ら 協 力 す る よう 努め な けれ ば な ら な い 。 
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事業 者 の 概要 
输出 事 妆 


業 計 画 
※ 押 E 












































の ある 文書 は 「 規 約 」、# 















































「5 事業 の 組織 体系 図 及 び 連 携 体制 図 」 に 下記 事項 を 記 
印 の な い 文 









































基 し た 場合 は 省略 する こと が で きる 。 
書 は 「 覚 書 」 に チェ ッ ク す る 。 
動 拠点 : 住 所 ・ 所 在 
道府県 市 町 村 


















































注 1 

















2 
3 





「 業 種 」 の 欄 に は 、 ヨ 
































連携 する 者 に つい て 全て 記 
連携 や 』 


『 業 内 容 又 は 製造 品 
引 内 容 を 定め た 文 




















者 


が わか る も の を 記入 する (酒類 メー カ 
池 し 、 欄 が 足り な い 場 合 に は 欄 を 追加 し て 記 』 
等 を 添付 する 。 








上 



































上 江 す る 。 





菓子 メー カ 


























、 飲料 メー カー、 物 流 企業 、 商社 、 印 等 ) 























2 事業 の 概要 
1) 輸出 に 向け た 現在 の 取組 内 容 及び 施設 等 整備 を 行う 理由 ・ 背 景 


1. 輸出 に 向け た 現在 の 取組 内 容 
※ 輸 出 事業 計画 「2 輸出 に あたっ て の ニー ズ の 把 提 状 況 」 に 記載 し た 場合 は 、 省 略す る こと が で きる 。 
※ 輸 出 に 向け た 取組 内 容 が わか る 既存 資料 (パン フレ ッ ト 等 ) が あれ ば 、 添付 する こと 。 









































































































































2 けた HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 状況 











すでに 取得 済み の 認定 ・ 認 
Er 取得 済み の 認定 ・ 認証 の 種類 ( 品 ) 
( 例 ) 対 米 HACCP( 品 目 : ブ プリ の フィ レ 、 タ イ の フィ レ ) 



















































































(2) (1) の 認 让 .让 証 の 
( 


.认证 四 取得 时 其 
※ 複 数 の 認 定 ・ 誰 証 ( 品 看 


品目 ) を 取得 済み の 場合 は 、 そ れ ぞ れ の 設定 ・ 認 証 ご と に 記載 する こと 














人 












































本 事業 の 活用 に より 取得 を 予定 し て いる 認定 ・ 認 証 
"0 取得 予定 の 認定 ・ 認 証 の 種類 (品目 ) 
( 例 ) 対 EU・HACCP( 品 目 : ブ プリ の フィ レ 、 タ イ の フィ レ ) 

































































! 





(2) 1) の 認 定 ・ 認 証 の 
※ 複 数 の 認定 認証 (店 





取得 予定 時 期 
品目 ) を 取得 予定 の 場合 は 、 そ れ ぞ れ の 認定 ・ 認 証 ご と に 記載 する こと 

















T 
























































3. 取得 予定 の 認定 ・ 認 証 に 関す る 品質 ・ 衛 生 管理 専門 家 等 を 活用 し た 調査 ・ 検 対 
(1) 専門 家 等 に よる 指導 状況 
① 専 門 家 等 の 氏名 ・ 所 属 等 


② 専 門 家 等 に よる 直近 の 指導 日 

















































































































③ 専 門 家 等 に よる 指導 等 の 内 容 
※ 本 事業 | こよ り 尋 設 等 の 改修 を 全う 根 拠 と な る 指 導 等 の 内 容 に つい て は 、 必 ず 記 載 す る こと 。 
( 例 ) 汚染 区 と 清潔 区 と の 間 に 間仕切 り を 設置 し て 衛生 環境 を 向上 させ る 必要 が ある 。 





















































④ 指 導 内 容 に 対す る 対応 状況 


























(3 














) 輸出 拡大 に 向け た 取組 
輸出 に あたっ て の ニー ズ の 把握 状況 」、「3 課題 と 取 


輸出 事業 計画 「2 に の 
4 現在 の 商 流 の 状況 と 今後 の 商 流 の 展開 」 及 び 「6 輸出 する 農林 水産 物 ・ 食 品 の 現状 及び 目標 」 












































に 下記 事項 を 記載 し た 場合 は 、 省 略す る こと が で きる 。 








1. 輸出 先 と な る ター ゲッ ト 目 
































出 














り 組 み 内 容 」、 














2. 本 事業 の 活用 に より 輸出 に 取り 組む 品目 (製品 ) に 関す る ター ゲ 
※ タ ー ゲ ッ ト 国 で の マー ケティング 市 場 及 び 規 制 に 関す る 分 析 に 














ッ ト 国 




















で の 市 場 及び 規制 に 関す る 分 析 











基づく < 


其 出 ニー ズ に つい て 記 


工 す る こと 
































② タ ー ゲ ッ ト 旧 

















③ タ ー ゲ ッ ト 上 





























へ の 輸出 に 向け た 商談 会 等 へ の 参加 状況 








へ の 輸出 に 向け た 国内 商社 等 と の 相談 状況 


の 








諭 入 業 者 ・ 企 業 と の 相談 状況 
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3. 本 事業 の 活用 に よ 輸出 に 取り 組む 品目 (製品 ) の 輸出 拡大 に 向け た これ まで の 取組 状況 
① タ ー ゲ ッ ト 攻 





2 別 添 (直近 3 年 の うち 年 間 輸 出 額 が 最大 と な る 年 度 の 輸出 額 内 訳 ) 


















































































































































誠 2 の 配分 基準 表 に 定め る 評価 項目 の うち 、 評価 項 ① に 基づく 加算 を 行う 場合 
算 根 拠 と し て 直近 3 年 の うち 年 間 輸 出 額 が 最大 と な る 年 度 に お ける 品目 別 の 輸出 額 及 び 輸 
の 国 別 内応 を 記載 する こさ 5 
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3 実施 計画 ・・・ 実施 要綱 第 3 


(1) 施設 等 整備 事 半 

















时 
に 
堆 


第 3 の 1 





| (参考 ) 交付 对 象 外 | 施設 等 4 sal 
| | 生 费 才 合 大 施 设 a 
生生 | 要 本 3 


































































































TT 以 II sl 























の か 東 テル た だ 東寺 車 :3 
| (参考 ) 交付 対象 外 | 重政 施 发 等 整备 


術 導 | 経 費 を 含め た 施設 | に て 直入 圭 
| 等 整 備 に 要する 経 
人 Es| A= うち 貸付 金 | 都 首府 県 | 市 






























































( 审 鸡 ) 和 き 借 


NN 
Es 
而 
Ex 
[= 
而 
Ed 





施設 等 整備 事 3 

注 1「 用 途 」 の 欄 に は 、「 〇 〇 の カッ ト 」、 「 〇 〇 の 冷蔵 」、「 〇 〇 の 梱包 」 等 当該 機械 が 備え て いる 機能 を 記入 する 。 

2 「 建 物 ( 設 備 ) 名 」 に は 、「 〇 〇 食品 加工 施設 」、「 〇 〇 保管 施設 」 等 を 、「 種 類 名 」 の 欄 に は 、「 建 物 」、「 電 気 設備 」、「 空 調 設備 」 等 を 記入 する 。 

3「( 参 考 ) 交 付 対象 外 経費 を 含め た 施設 等 整備 に 要する 経費 」 に は 施設 等 整備 事業 を 活用 し た 施設 等 の 整備 費 に 加え て 、 交 付 対象 外 経費 に て 施設 等 を 整備 する 場合 、 そ の 合 

な お 、 施 設 等 整備 事業 を 活用 し た 施設 等 の 整備 費 の み の 場 合 は 、 記 入 の 省略 も 可 。 

4「 施 設 等 整備 事業 費 の 合計 」 に は 「① 機 械 ・ 機 器 」 及 び 「② 和 建物 (設備 ) 」 の 「( 参 考 ) 交付 対象 外 経 費 を 含め た 施設 等 整備 に 要する 経費 」、「 施 設 等 整備 事業 費 」、「 施 設 等 整備 事業 費 の 負担 区 分 」 の 合計 を 記入 する 。 
械 ・ 和 建物 を 導入 する 場合 は 、 欄 を 追加 し 記入 する 。 
6 新 技術 と は 、 事業 実施 計画 の 提出 時 、3 年 以内 に 実用 化 さ れ た 技術 と する 。 

































































[ 額 を 記入 する 。 


pl 
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(2) 効果 促進 事業 ・・ 実施 要綱 第 3 の 2 





















































貸付 け の 詳細 


费 ) 交付 金 (D) | 9 日 本 下 

































































※ 効 果 促進 肥 り 組む 内 容 を 記載 し て くだ さい 。 

















効果 促進 事業 
































(3) 全体 事業 費 (施設 等 整備 事業 費 と 効果 促進 事業 費 の 合計 額 ) 





















































分 


『 業 費 地方 公共 団体 等 に よる 助成 金 (C) 交付 を ①) 
うち 貸付 金 都 道 府 県 二 







































































pp 

uu 
am 
本 


(4) 事業 完了 予定 年 月 

















4 成果 目標 























(1) 輸出 額 
















































































































































































































































































































































































































































































E 度 に つい て は 、 以 下 に 〇 を 記入 する こと 
























































































































































































































































※1 : 「 現 状 」 に は 、 把 所 可能 な 直近 年 の 年 間 輸出 額 、「 事 業 実施 年 度 」 に は 、 本 事業 に よる 施設 等 整 1 施す る 年 度 に お ける 年 間 輸 出 額 見 込み を 記載 する 。 
※2 : 「1 年 度目 」 から 「5 年 度目 」 の 各 年 度 に お ける 年 間 輸 出 額 目 標 を 記載 する 。 
また 、 こ の 期間 中 に 目標 年 度 を 設定 し 、 目 標 年 度 に 設定 し た 年 度 に つい て は 、 該 当年 度 に 〇 を 記載 する 。 
※3 : 「 成 果 目 標 」 は 、 目 標 年 度 に お ける 輸出 額 一 現状 の 輸出 額 に より 算出 の 上 、 記 載 す る 。 
(2 ) 現状 値 補正 
※ 現 状 値 に つい て は 、 天 災 そ の 他 の 外 的 要因 に より 平年 に 比べ て 大 幅 に 変動 し て お り 、 当 該 現状 値 の まま で は 適切 な で な い 場 合 は 、 当 該 現 状 値 を 補正 で きる も の と する 。 
この 場合 、 現 状 値 は 太字 ・ 斜 体 で 記載 する と と も に 、 「 根 拠 資料 等 」 欄 に 現状 値 を 補正 し た 要因 及び 補正 の 方 法 (現状 値 の 補正 過程 ) を 記載 する こと 。 














根拠 資料 等 
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4 別 添 (成果 目標 の 設定 根拠 ) 
成果 目標 の 設定 根拠 と し て 、 各 年 度 
また 、 成 果 目 標 欄 に は 、「 目 標 年 度 に お ! 





る 品目 別 の 輸出 額 及 び 輸出 数 量 の 国 別 内 訳 を 記載 する こと 。 
る 輸出 額 一 現状 の 輸出 額 」 に より 算出 し た 金額 を 記載 する こと 。 単位 : 千 円 、 ト ン 


施 年 度 - 
輸出 額 ョ 日 : 
度目 2 年 度 3 年 度 标 年 度 忆 的 涩 名 
2 名 机 3 輸出 の 増加 額 








輸出 額 输出 数量 输出 先 国 輸出 額 輸出 数 量 輸出 先 国 出 額 輸出 数 量 輸出 先 国 輸出 額 输出 数量 输出 先 国 輸出 額 輸出 数 量 輸出 先 国 輸出 額 輸出 数 量 輸出 先 国 輸出 額 输出 数量 
















































































( 注 ) : 複数 の 輸出 品目 や 輸出 先 国 が ある 場合 は 、 ia 





5 配分 基準 


評価 項目 及び 配点 基準 該当 する 項目 に 、 ポ イン ト 及 び ポ イン ト の 加算 根拠 を 記載 する こと 




















胃 出 実績 が ある 場合 、 直 近 3 年 の 
i H 額 の 最大 金額 が 次 の いずれ か 
dn A ト を 加算 3 






















































































































































































次 の いずれ か の 認定 * i 認証 を す で 


場合 、 当 該 ポ 
4 不可 ) 2 が SA イ IS022000、GFSI 承 認 規 格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、 FSMA (米国 食 


へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 




































































ウ JEFS-B、 有 機 JAS 等 (加工 ・ 流 通 施設 に お ける 取得 の み 対 象 ) 








(ポイ ント 加算 根拠 ) 





お ける 輸出 の } 


















































次 の 項目 の いずれ か に 該当 する 場合 、 当 
該 ポ イン ト を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 

















































































































(ポイ ント 加算 根拠 ) 












































『 RI 
功 率 が 次 の い ず 
i 
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当 す る 項目 に 、 ポ イン ト 及 び ポ イン ト の 加算 根拠 を 記載 する こと 


評価 項目 及び 配点 基準 








(1 ) 輸出 促進 法 の 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認 








(2) 輸出 に 対応 する た め に 必要 な 認証 























FSMA (米国 全 强化 法 ) 











CL) LR 
実施 計画 に こ て 取 得 
3) の 対応 を 行 Ne ア IS022000、GFSI 承 認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、 
ほす る 。 (複数 選 へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 
























































イ JFES-B、 有 機 JAS 等 (加工 ・ 流 通 施 設 に お ける 取得 の み 対 象 ) 




















規制 へ の 対応 





(3) 輸出 先 国 に お ける 検疫 や 添加 








(ポイ ント 加算 根拠 ) 



































専門 家 等 を 活 


























(1) 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 に 向け て 、 品 
調査 ・ 検 討 を 十分 に 行っ た 取組 と な っ て いる 。 





















































次 の いずれ か の 取組 に 該当 する 場合 、 当 
該 ボ イント を 加算 する 。 (複数 選択 不可 ) 

検疫 や 添加 物 等 の 規制 へ の 対応 と し て 、 当 該 規制 に 係る 専門 家 を 活用 し た 調査 ・ 検 
組 と な っ て いる 。 









































) 
分 に 行っ た 取 





(ポイ ント 加算 根拠 ) 


反 組 と な っ て いる 。 








づけ られ た 品目 の 輸出 拡大 に 向け た 有 



































「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 に お いて 重点 品目 に 位置 





























(ポイ ント 加算 根拠 ) 
































お ける 国産 原料 の 使 
か に 該当 する 場合 、 
ント EM (複数 選択 不 
















































































複数 商品 が 該当 する 場合 、 全 体 で 使 
割合 を 算定 する こと 。 
将来 的 な 目標 で は な く 、 現 状 の 


邊 定 する こと 。 






















































































企業 者 又は 小 規模 企業 者 で ある 。 









































本 法 〈 昭 和 三 十 八 年 法 得 


















































取組 と な っ て お り 、 





ア 地域 の 実情 を 踏ま えた 







































































B 域 の 振興 作物 ・ 産 品 な ど 地 域 の 実情 を 
EC 情 を 踏ま えた 取組 と な っ て お り 、 
、 最 大 合計 点 ) 






















































































評価 項 IN は 事業 実施 主体 が 記入 する こ と 。 
局長 等 へ の 本 事業 


じ 道 府県 が 判断 の 上 、 地 方 農政 局 ] 計画 の 提出 の 際 、 記 入 す る こと 。 







































































当該 項目 に つい て は 、 実 施 要綱 別表 2 の 配分 基 礁 表 に 基づき 記入 する こと と し 、 
J 『 業 計画 が 地域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ て いる か 者 


ゝ レ 
また 、 評 価 項目 ⑩⑯ に つい て は 、 本 事 
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6 費用 対 効果 分 析 


1 食品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 
(1) 効果 の 内 容 
( ア ) 輸出 額 向上 効果 





















































デー タ の 根拠 
①② 事業 実施 計画 より 














( イ ) 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 




































































①② 事業 実施 計画 より 














席 す る 。 






























効果 内 容 








( ア ) 輸出 額 向 上 効果 
( イ ) 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 


























(2) 総合 耐用 年 数 の 算出 (単位 : 千 円 ) 





























































































































り 




















注 1 総合 耐用 年 数 は 、 小 数 点 以下 1 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
2 欄 が 足り な い 場 合 に は 欄 を 追加 し て 記載 する 。 




















(3) 経済 効果 総括 表 
区 分 算 数值 備考 


9 
を 備 事業 費 【2(2)④】 ① 
从 刻 果 额 【2(1)】 
F 数 【2(2)@】 ③ 




































































投資 効率 OO 四) 中 




















注 1 膛 元 率 ={1ix(1L 十 加 } 二 { 十 iT) i=0. 04( 割 引率 )、n= 総 合 面 用 年 数 (実施 要綱 別表 3 参照 ) 
2 費用 対 効 果 は 小数 点 以 下 3 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
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7 専門 用 語 の 説明 








これ まで の 記述 内 容 に 関し て 専門 用 語 が ある 場合 は 下記 に 説明 を 記載 する 。 




















(添付 書類 ) 


(1) 必 


NN 
ノ 


























1 展 は 
ul 
CL 
dy 
ii 
VRH 
/ 

Eu 
二 
中 


近 3 か 年 分 の 決算 報告 書 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 

























































































SO OO OOO 


機械 ・ 施 設 等 の 位置 図 
機械 ・ 施 設 等 の 配置 図 及 び 平 面 図 
機械 ・ 施 設 整 備 の 工程 (工事 日 程 ) 表 
商品 の 製造 工程 (フロ ー チ ャ ー ト ) 
貸付 機関 か ら の 資金 の 貸付 け に 係る 計画 に つい て 、 当該 資金 を 貸し 付け る 機関 と 事前 相談 等 を 行っ た こと が 確認 で きる 資料 
(融資 予定 額 、 償 本 年 数 、 資 資金 使途 、 貸 付 機関 名 (支店 名 ) 、 担 当 者 名 、 
施設 用 地 に つい て 農地 法 又は 農業 振興 地域 の 整備 に 関す る 法律 


















































































































































































































































EOD 
羽 
き 
き 
※ 


























直 
① 及 び ② の 資料 が な い 場 合 は 、 組 織 の 代表 者 、 規 約 等 の 分 か る 資料 
見 


品 産業 の 作業 安全 の た め の 規 範 ( 個 別 規範 ) | ( 令 和 





3 名 





土地 や 施設 等 を 他 者 か ら 貸 借 し て 事業 を 実施 する 場合 は 、 事業 の 実施 期間 


el 

















E2 








連絡 2 





E、 相談 月 
系 る 手続 き を 行う 必要 が ある 場合 は 、 そ の 手続 等 の 資料 

中 、 確実 に 事業 実施 で きる こと を 証する 賃貸 借 契 約 書 や 碑 約 書 等 の 資料 
農林 水産 省 決定 ) の うち 該当 する 業種 に 係る チェ ッ ク シ ー ト 


























等 を 明記 し た も の ) 










































































輸出 事業 計画 認定 申請 書 (既に 認定 済み の 輸出 事業 計画 に よる 場合 に あっ て は その 計画 書 ) 





(2) 該 当 す る 




















生 全 に 必要 な 書類 








① 本 事業 に お いて 連携 する 者 と の 連携 状況 や 役割 分 担 等 が 確認 で きる 資料 (規約 
向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 や 
周 査 ・ 


② 輸 H 


EE 


ul 





③ 国産 原料 の 使用 割合 が 確認 で きる 資料 

















矢 入 規制 へ の 対応 に 向 























け 、 品質 ・ 衛 4 



































検討 を 行っ た 場合 に あっ て は 、 当該 指導 内 容 等 が 分 か る 書面 

















④ 実施 要綱 第 3 の 3 の (1) の イ に 定め る 認証 を 取得 済み の 場合 は 、 取 


= 








© その 1 


過 、 地方 農政 局長 等 が 特に 必要 と 認め る 資料 


得 





を 














| 


等 








E 明 する 





中 


45 





F ユ 


ュ ャ ン 


類 

















管理 専門 家 や 検疫 対応 の 専門 家 等 





業 計画 に 対応 し た 専門 家 を 活 月 











有明 し た 


6 費用 対 効果 分 析 


1 食品 等 製造 の 向上 に 係る 効果 = 
(1) 効果 の 内 容 
( ア ) sl 


















































デー タ の 根拠 
①② 事業 実施 計画 より 

















(CT) 施設 RA 時 効果 
























































商品 歩留まり の 改善 


フー ド デ ィ フェ ンス 機器 整備 に よる 人 件 費 削 減 
(2 人 *500 万 円 / 人 ) 

















12,000 











①② 事業 実施 計画 より 











2 投資 効率 等 の 総括 
(1) 年 総 効果 額 の 総括 
効果 区 分 効果 内 容 年 総 効果 額 
( ア ) 輸出 額 向上 効果 
( イ ) 施設 維持 管理 コス ト 削 減 効 果 



















































































(2) 総合 耐用 年 数 の 算出 






















































































デー タ の 根拠 
① 平 成 2 省令 第 31 号 
































注 1 総合 耐用 年 数 は 、 小雪 点 以下 1 桁 を 切り 上 げ て 求め る も の と し ます 。 
2 欄 が 足り な い 場合 に は 欄 を 追加 し て 記載 する 。 


算式 数值 
; 
© 17,000 
率 5 ら 0.0899 


注 1 rs 、i=0. 04( 割 引率 )、n= の PT 綱 別表 3 参照) 
2 費用 対 効果 は 小 0 げ て 求め る も の と し ます 。 
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別紙 様式 第 2 号 (第 7 の 2 関係 ) 

























































































番 咏 
年 日 
輸出 ・ 国 際 局 長 殿 
〇 〇 農政 局長 殿 
北海 道 に あっ て は 北海 道 農 政事 務 所 長 
沖縄 県 に あっ て は 内 閣府 沖縄 総合 事務 局長 














年 度 6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 ち 食品 産業 の 輸出 向け 
HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 の 都 道 府 県 等 計画 の 協議 に つい て 











































































































6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 
事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 命 通 知 ) 第 7 の 2 に 基 づ 
き 、 関 係 書類 を 添え て 協議 する 。 












































( 注 ) 関係 書類 と し て 、 本 要綱 第 7 の 1 の 規定 に より 提出 され た 事業 実施 計画 及び 都 道 府 県 
自ら が 事業 実施 主体 と な る 事業 の 事業 実施 計画 の 写し を 添付 する こと と する 。 
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別紙 様式 第 2 号 (第 7 の 3 関係 ) 


出 联 
I 




















殿 





车 


輸出 ・ 国 際 局 
OO 農政 局長 殿 


北海 道 に あっ て は 北海 道 農政 事務 所 長 
谷合 事務 局長 











II 


























沖縄 県 に あっ て は 内 閣府 沖縄 























年 度 6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 
HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 の 都 道 府 県 等 計画 の 変更 の 









































6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対 
事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 命 通知 ) 第 7 の 3 に 
づき 、 関 係 書 類 を 添え て 協議 する 。 
































当 




















主 ) 1 関係 書類 と し て 、 本 要綱 第 7 の 1 の 規定 に よ 
自ら が 事業 実施 主体 と な る 事業 の 事業 実施 計画 
が 
だ 
) 


my 





り 提 出さ れ た 事業 実施 計画 及び 都 道 府 県 
変更 が あっ た 場合 は 、 変 更 の 内 容 が 分 





























か る 資料 を 添付 する こと と する 。 



































2 事業 実施 計画 の 添付 資料 に つい て は 、 変 更 が あっ た も の だ け を 添付 する こと と する 。 
3 事業 を 中 止 し 、 又 は 廃止 し よう と する 場合 に あっ て は 、「 変 更 の 協議 」 を 「 中 止 ( 廃 
止 ) の 協議 」 と 、「 変 更 」 を 「 中 止 (廃止 ) 」 と 置き 換え る こと 。 


























別紙 様式 第 2 号 (別表 ) 













































































都 道 府 県 事 業 実施 計画 
1. 事業 総括 表 ( 都 道 府 和 県 名 
負担 区 分 (円) 
i 杏 淮 宝 族 十 休 事 電 半 内 突 LT 完了 予定 
市 町 村 名 | 事業 実施 主体 名 事業 名 事業 内 容 成 果 目 栋 ET - ee 本 本 完了 了 定 備考 
交付 金 市 町 村 費 






























































( 注 ) 1 「 市 区 町 村 名 」 の 欄 に つい て は 、 都 道府県 が 事業 を 行う 場合 に は 省略 する こと 。 
2 「 事 業 名 」 の 欄 に つい て は 、 本 要綱 の 第 3 に 掲げ る 事業 名 を 記載 する こと 。 
3 「 事 業 内 容 」 の 欄 に つい て は 、 本 要綱 第 3 の 1 また は 2 に 定め る 事業 内 容 に つい て 、 事 業 ご と に 分 け て 記入 
効果 促進 事業 に あっ て は 、 取 組 内 容 (認定 ・ 認 











認定 ・ 認 証取 得 に 係る コン サル ティ ング a 人 材 育成 ( 





ulml 


する こと と し 、 施 設 等 整備 事業 に あっ て は 、 整 備 する 施設 及び 機器 等 の 概要 を 
こ 係る 経費 等 ) を 記入 する こと 。 

















4 「 成 果 目 標 」 の 欄 に つい て は 、 事 業 実施 計画 書 に 掲げ る 成果 目標 値 を 記載 する こ 
5 「 負 担 区 分 」 の 欄 に は 、 必 要 規模 の 範囲 内 の 金額 を 記入 する こと 
6 输出. 匡 





生 際 局長 が 認め た 団体 に つい て は 、「 都 道府県 ヨ 





『 業 実施 計画 」 を 「 〇 OO (団体 名 ) 





ulml 
中 


『 業 実施 計画 」 に 記入 を 変更 し 、 都 道府県 別に 作成 する こと 。 ( 例 : 農林 水産 省 事 業 実施 計画 ) 
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別紙 様式 第 2 号 (第 7 関係 ) 

















































































































2 個別 表 単位 : 円 
施設 等 整備 事業 負担 区 分 効果 促進 事業 負担 区 分 事業 実施 計画 に 対す る 評価 の 基準 に よる 配点 
No | 事业 实施 主体 名 Ry RE 要 自己 资金 ⑧) 地方 公共 団体 等 に よる 助成 (C) 1 自己 资金 (F) 地方 公共 団体 等 に よる 助成 (G) | 前 合間 成果 目標 准 夫 性 有効 性 波及 性 備考 
(A+E+T) Se (A=B+C+D) SS 2 交付 を ⑪) | "FTGTD a ERR 交付 金 轴 ① O+H+D i 多 - 
うち 借 付 金 | 都 道 府 県 市 町 村 その 他 うち 借 付 金 | 都 道 府 県 市 町 村 その 他 ① © @ @ © © の ⑦ @ ⑨ ⑩ 

1 0 
2 0 
3 0 
4 0 
5 0 
6 0 
7 0 
8 0 
9 0 
10 0 
11 0 
12 0 
13 0 
14 0 
15 0 
16 0 
17 0 
18 0 
19 0 

合计 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 











































































































( 注 1) 「 事 業 実施 計画 に 対す る 評価 の 基準 に よる 配点 」 の 欄 に つい て は 、「 配 分 基準 」 に 規定 する 評価 項目 ご と に ポイ ント を 記入 する こと 。 





( 注 2) 「 成 果 目 標 」 の 欄 に つい て は 、 事 業 実施 計画 書 に 記載 し た 成果 目標 の 目標 値 を 記載 する こと 。 


別紙 様式 第 2 号 (第 7 関係 ) 
3. 都 道 府 県 附 帯 事務 費 の 内 訳 表 














网 
に > 


金額 (円) 内 傘 














印刷 製本 費 


修繕 費 














別紙 様式 第 3 号 (第 10 及び 第 11) 











RT 
I 























输出 .国际 局 长 殿 
OO 農政 局長 殿 
北海 道 に あっ て は 北海 道 農政 事務 所 長 

0 | 






























































ll 








都 道 府 県 知 事 等 氏 名 














6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 の 
事業 実施 状況 報告 及び 評価 報告 ( 年 度 ) 










































































6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事 


業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 农林 水 产 事务 次 官 依 命 通知 ) 第 10 及び 第 11 に よ 
り 、 別 添 の と お り 報 告 し ます 。 





















































一 





注 ) 6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 
対策 事業 実施 要綱 第 11 に 基づき 評価 報告 を 行う 場合 は 、「 事 業 実施 主体 の 自己 点検 結果 」 を 

「 事 業 実施 主体 の 自己 評価 」 と し 記載 する こと 。 ま た 、 「 都 道府県 に お ける 事業 実施 状況 の 点検 
結果 」 を 「 都 道府県 に お ける 事業 実施 状況 の 評価 結果 」 と し て 記載 する こと 。 
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別紙 様式 第 3 号 (別表 ) 











都 道 府 県 事 業 実施 状況 報告 書 及 び 評 価 報告 書 




















( 〇 OO 県 年 度 ) 





































































































































































































































































単位 : 円 、% 
施設 等 整備 事 3 効果 促進 事 3 
市 町 資金 己 資金 (F 回 
yy 自己 資 自己 資金 〈F) 星人 kB 備考 








































































































体 等 
生成 


レレ ルレ 



































Wr 
村 
腕 
NSY 
9 
他 



























































輸出 の 増 










































































































































































































































































RR 
I 
_- 
_- 
| 


NN 上 
NN 


INRNNNL_ 
NNNNNN 


A 1 1 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 1 輸出 額 (現状 及び 目標 ) 及び 成果 目標 に は 、 事 業 実施 計画 書 作 成 時 に 設定 ・ 記 入 し た 金額 を 記入 する 。 ま た 、 事 業 実施 計画 に お いて 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 を 取得 予定 と し て いた 場合 に は 、 取 得 予定 の 認定 ・ 認 証 を 記入 する と と も に 、 毎 年 度 に お ける 取得 に 向け た 取組 を 記入 する 。 
注 2 設定 し た 目標 年 度 ま で の 毎年 度 に お いて 、 表 中 の 輸出 額 (実績 ) 、 輸 出 額 目標 達成 率 、 輸 出 の 増加 額 、 i 事業 実施 主体 ご と に 実施 状況 報告 書 を 作成 する 。 

な お 、 輸 出 額 目標 達成 率 、 輸 出 の 増加 額 及 び 成 果 目 標 達成 率 の 算出 は 以下 の 通り と する 。 

輸出 額 目標 達成 率 : (輸出 額 (実績 ) = 目標 年 度 ま で の 各 年 度 に 設定 し た 輸出 額 目標 ) X100 

輸出 の 増加 額 : 輸出 額 (実績 ) 一 事業 実施 計画 作成 時 に 設定 ・ 記 入 し た 現状 の 輸出 額 

果 目 標 達 成 率 : (目標 年 度 ま で の 各 年 度 に お ける 輸出 の 増加 額 二 成果 目標 ) x 100 

注 3 HACCP チー ム の 編成 状況 に つい て は 、 事 業 実施 計画 作成 時 点 及 び 設 定 し た 目標 年 度 ま で の 毎年 度 に お ける チー ム 編 成 (担当 部 門 、 役 割 、 氏 名 等 ) を 記入 する 。 
注 4 点検 結果 及び 評価 に は 、 事 業 の 効果 、 課 題 及び 改善 方 法 に つい て 記載 する 。 
注 5 別 添 と し て 、 各 事業 実施 主体 が 作成 し た 事業 実施 状況 報告 書 及 び 評 価 報告 書 並び に 経営 状況 が 確認 で きる 資料 と し て 直近 年 度 の 決算 報告 書 を 添付 する 。 
注 6 報告 に 不要 な 表 は 、 削 除 す る 。 
注 7 輸出 ・ 国 際 局 長 が 認め た 団体 に つい て は 、 「 都 道府県 事業 実施 状況 報告 書 及 び 評 価 報告 書 」 を 「 〇 OO 〇 (団体 名 ) 事業 実施 状況 報告 書 及 び 評 価 報告 書 」 に 記入 を 変更 し 、 都 道府県 別に 作成 する こと 。 ( 例 : 農林 水産 省 事業 実施 状況 報告 書 及 び 評 価 報告 書 ) 

























































































別紙 様式 第 4 号 (第 13 の 4 関係 ) 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































番 号 
年 日 日 
都 道 府 県 知 事 等 殿 
所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 
6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 堅 急 対策 事業 に 関す る 交付 決定 前 着手 届 
この こと に つい て 、 下 記 の と お り 条 件 を 了承 の 上 、 交 付 決 定 前 に 着手 し た い の で 届け 出 ます 。 
1 交付 決定 を 受け る まで の 期間 内 に 、 天 災 地 変 の 事由 に よっ て 実施 し た 事業 に 損失 を 生じ た 場合 、 
これ ら の 損失 は 、 事 業 施主 体 が 負担 する こと と し ます 。 
2 交付 決定 を 受け た 交付 金額 が 交付 申請 額 又 は 交付 申請 予 に 達し な い 場 合 に お いて も 、 異議 が 
な いこ と と し ます 。 
3 当該 事業 に つい て は 、 着 手 か ら 交 付 決定 を 受け る まで の 期間 内 に お いて は 、 計 画 変更 は 行わ な い 
こと どじ まず まぁ 
别 添 
事业 内 容 交付 決定 前 に 事業 費 手 予定 完了 予定 理 由 
手 す る 内 容 年 月 日 | 年 月 
( 注 ) 1 「 事 業 費 」 欄 は 、 全 体 事業 費 と する 。 
2 平価 が 衝 道 府 の 場合 は 、 本 届 を 地方 農政 局長 等 に 提出 する こと 。 
3 事業 内 容 に は 、 整 備 す る 施設 や 機器 等 の 概要 等 本 と と し 、 交 付 決 定 前 に 着手 す 
事業 内 容 \ の うち 、 交付 決定 前 に 着手 する 内 容 に つい て 記入 する こと 。 
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別紙 様式 第 5 号 (第 13 の 5 関係 ) 


時 暴 
dn 
































都 道 府 県 知 事 等 殿 



































6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 
施設 整備 緊急 対策 事業 に 関す る 入札 結果 報告 ・ 着 手 届 







































































この こと に つい て 、 下 記 の と お り 入 札 結 果 を 報告 し 、 着 手 を 届け 出 ま す 。 


記 
































施工 方 法 請負 施工 ・ 委 託 施工 
Nk 















































施工 業者 選定 方 法 般 競争 入札 ・ 指 名 競争 入札 ・ 随 意 契 約 
年 月 



























































名 
入札 予定 価格 ( 税 抜 ) 























入札 参加 業者 名 及び 
入札 価格 ( 税 抜 ) 



























































入札 執行 回 数 ロ 











落札 業者 名 











契約 価格 (税込 ) 円 



































汕 | 党 
ra 
9 
By 
mm 
mm 














Hy 

人 
nil 
ロロ 




















| 


























入札 結果 等 の 公表 方 法 















































備 考 年 1 付け 〇 〇 第 OOO 〇 号 交付 決定 通知 

















( 注 ) 1 「 施 行方 法 」 欄 は 、 該 当 す る も の を 〇 で 囲む こと 。 
2 「 施 工業 者 選定 方 法 」 欄 は 、 該 当 す る も の を 〇 で 囲む こと 。 
3 「 入 札 予 定価 格 」 欄 は 、 未 公表 の 場合 は 未 公表 と 記入 する 。 た だ し 、 不 落札 随意 契約 
の 場合 は 、 必 ず 記入 する 。 
































4 「 入 札 参加 業者 名 及び 入札 価格 」 欄 は 、 入 札 に 参加 し た 業者 名 を 全て 記入 し 、 入 札 最 
終 回 に 投じ られ た 価格 を 記入 する (途中 棄権 し た 業者 が ある 場合 は 、 当 該 業 者 の 価格 は 
空欄 と する 。) 。 

5 不 落 札 随意 契約 の 場合 は 、「 入 札 執行 回 数 」 欄 は 入札 執行 回 数 及び 不 落 札 随 意 契 約 で 
ある 旨 を 、 ま た 、「 落 札 業 者 名 」 欄 は 契約 業者 名 を 記入 する 。 

6 「 施 工業 者 選定 方 法 」 が 随意 契約 の 場合 は 、「 入 札 執 行 年 月 日 」 欄 か ら 「 入 札 執 行 巴 
数 」 欄 まで は 記入 不要 と し 、「 落 札 業者 名 」 欄 に 契約 業者 名 を 記入 する 。 

7  「 和 信 札 結果 等 の 公表 方 法 」 欄 は 、 入 札 結果 の 公表 時 期 、 公 表 方 法 を 記入 する 。 

8 交付 決定 前 に 着手 し た 場合 、「 備 考 」 欄 は 「 年 月 日 第 号 交付 決定 前 着手 届 」 
と 記入 する 

9 事業 が 複数 の 契約 か ら な る 場合 は 、 契 約 ご と に 上 表 を 整理 する 。 
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別紙 様式 第 6 号 (第 14 の 1 関係 ) 





都 道 府 県 知 事 等 殿 





食品 産業 の 輸 ! 


NO の)! だ 
ペー ペー 


所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 














6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 














と に つい て 、 


下記 の と お り 工 事 が 完了 し 


記 


向け HACCP 等 対応 施設 整備 監 急 対 策 事 業 に 関す る し ゅ ん 功 届 





















































まし た の で 届け 出 ま す 。 


世 瑞 


廿 器 








工事 等 の 契約 名 








施設 機械 等 名 









































完了 年 月 日 








関係 法令 検査 年 月 日 



































OO 法 












































































































































( 注 ) 1 
2 





」 事業 費 」 欄 は 





请 全 人 等 か ら の 完了 届 の 写し を 添付 する こ 8 
3 事業 が 複数 の 契約 か ら な る 場合 は 、 契 約 毎 に 

















な お 、 完 了 年 月 

















< 書 








施設 三 由 等 整 


整備 事業 


費 と する 。 









































表 を 整理 する 











I 
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別紙 様式 第 7 号 (第 17 の 4 関係 ) 


時 時 


本 届 











所 在 地 
団体 名 
代表 者 氏名 























6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 
食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 で 
取得 又は 効用 の 増加 し た 施設 等 の 増築 (模様 替え 、 移 転 、 更 新 等 ) 届 































































































OO 年 度 に お いて 本 事業 で 取得 又は 効用 が 増加 し た 施設 等 を 増築 (模様 替え 、 移 転 、 更 新 等 ) し 
た い の で 、 下 記 の と お り 届 け 出 ます 。 


































































































1 増築 の 理由 
2 増築 に 係る 施設 等 の 概要 
(1 ) 地区 名 及び 事業 名 
(2) 事業 実施 主体 名 
(3) 施設 等 の 所 在 地 
(4) 施設 等 の 構造 、 規 格 、 規 模 等 
(5) 事業 費 
ア 交付 金 
イ その 他 の 負担 額 
(6 区 得 年 






























































( 例 ) 増築 铁 骨 又 一 一 下 莫 OOm 事 3 

兽 设 の 〇 〇 ライ ン O 〇 O 箱 日 処理 事業 費 OOO 千 円 
事業 費 の 負担 区 分 

(3 手 予定 時 期 
(4 増築 の 効果 


[ 添 付 和 质料 ] 
1 





二 
駒 
QO 
QO 
® 

1 



























































Po 
[Ne 



















































































事業 実施 計 
2 処理 能力 計算 書 
3 経営 収支 計画 
4 建物 平面 図 及 び 側 面 図 並び に 増設 配置 区 
5 ムッ 
6 












































































































































その 他 地 方 農政 局長 等 が 必要 と 認め る 書類 


























( 注 ) 模様 状 え 、 移 転 、 更 新 等 の 場合 は 「 増 築 」 を それ ぞ れ の 用 語 と する 。 





別紙 様式 第 8 号 (第 3 の 4 関係 ) 





















































番 号 
年 日 
輸出 ・ 国 際 局長 殿 
OO 团体 四 长 氏 名 
食品 産業 の 輸出 向け 











6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち っ 
HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 実施 要綱 に お ける 認定 団体 申請 書 






































T 


6 次 産業 化 市 場 規 模 拡 大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 
整備 緊急 対策 事業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 農林 水産 事務 次 官 依 
命 通知 ) 第 3 の 4 に 基づき 、 関 係 書類 を 添え て 協議 し ます 。 











[ 







































































長 が 指示 し た 書類 等 を 添付 する こと 。 


デジ 



































( 注 ) 必要 に 応じ て 輸出 ・ 国 際 局 
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別紙 様式 第 9 号 (第 10 の 1 及び 第 11 の 1 関係 ) 





HH 暴 
本 dn 












































幸田 当 
ES 
ny 

















6 次 産業 化 市 場 規模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 











食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 
向 設 整 備 緊急 忌 対 寺 策 事業 の 事 業 実施 状況 報告 及び 放 F 俩 报告 ( 



































度 

















6 次 産業 化 市 場 規 模 拡大 対策 整備 交付 金 の うち 食品 産業 の 輸 






























































諭 出向 け HACCP 等 对 括 施 设 整备 紧急 对 
策 事 業 実施 要綱 ( 令 和 2 年 1 月 30 日 付け 元 食 産 第 4500 号 农林 水 产 事 务 次 官 依 命 通知 ) 第 10 及び 
1 に より 、 別 添 の と お り 報 告 し ます 。 











と 














注 ) 上 記 の 下線 部 (2 カ所) に つい て 、 実 施 状況 報告 と し て 提出 する 場合 は 、 実 施 状況 報告 及び 評 
価 報告 を 「 実 施 状況 報告 」、 第 10 及び 第 11 を 「 第 10]」 と し て 提出 し 、 評 価 報告 と し て 提出 する 
場合 は 、 実施 状況 報告 及び 評価 報告 を 「 評 価 報告 」、 第 10 及び 第 11 を 「 第 11」 と し て 提出 する 
Es 

































































別紙 様式 第 9 号 ( 别 添 ) 


(1) 事業 実施 状況 
整備 し た 施設 等 の 種類 
及び 所 在 地 


交付 対象 事業 費 ] 交付 金額 

























































































施設 等 整備 の 概要 


















































効果 促進 事業 の 概要 
(該当 者 の み ) 














HACCP チー ム の 
編成 状況 
























































※ 事業 で 整備 し た 施設 や 機器 の 利用 状況 に つい て 、 具 体 的 に 記載 する こと 。 そ の 際 、 扱 っ て い 


る 品目 、 大 ま か な 生 産 量 及び その 輸出 割合 を 記載 する こと 。 ま た 、 主 要 な 整備 箇所 に つい て 
現状 が わか る 写真 を 添付 する こと 。 

























































































| 
本 


・ 認 証 の 取得 に 向け た 取組 状況 








ul 
ピ 


〇 輸出 向け HACCP 等 の 認 




















証 ご と に 取得 に 向け 
を 添付 する こと 。 
れる 場合 に つい て 








ln 








業 実 施 計 


※ 村 書 で 取得 予定 と し た 認定 ・ 認 証 の 全て に つい て 、 認 定 ・ 
※ 









































中 謀 








对 ull 











而 
こ 取組 状況 を 記載 する こと 。( 取 得 済 み の 場合 は 取得 日 を 記載 し 、 証 拠 
『 業 実施 計画 書 に 記載 し た 予定 を 過ぎ て 未 取得 の 場合 又は 遅れ が 見 





~ 















































总 
和 





川邊 
































よ 、 現 状 の 課題 と その 解決 に 向け た 取組 を 記載 する こと 。 





ーー 
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(2 ) 目標 値 及 び 目 標 値 の 達成 率 

























































































〇 輸出 目標 の 達成 状況 (単位 : 千 円 ) 
成果 目標 
三 三 
現状 ※ JNN (目標 年 度 に お ける 輸 
人 出 の 増加 客 ) 
























































※ 事 業 実施 計画 書 の 4 成果 目標 の 「 現 状 」 に 記載 し た 事業 実施 前 の 





の 額 の こと 。 以 下 同じ 。 


























(単位 : 千 円 





























事业 过 
( HH me 






























































um 時 
記 二 
< ララ 

中 
NE 
I RT 
i mn 











度目 E 度 5 年 度目 
用 電 } 年 用 


fo 
Hy 

ul 

m 澤 
ll 

CD 

Hy 

I 
澤 
HI 

に 

Hy 
































は 
Tt 



























































達成 率 (%) 





現状 か ら の 
輸出 増加 額 
成果 目標 
達成 率 (%) 
















































































O 〇 輸出 へ の 取組 状況 














事業 実施 計画 書 に 記載 し た 品目 (整備 し た 施設 等 で 生産 する 品目 ) 及び ター ゲッ ト 国 に つい 
て 、 当 該 年 度 の 商談 等 の 取組 (計画 及び 実績 ) に つい て 具体 的 に 記載 する こと 。 


な お 、 計 画 し た も の の 実績 と な ら な か っ た 場合 は 、 そ の 理由 も 記載 する こと 。 








































































































(3) 事業 の 効果 、 課 題 及 び 改 善 方 法 

































































※ 各 年 度目 標 を 未 達成 の 場合 、 そ の 理由 (課題 ) を 分 析 し 、 改 善 に 向け て 取り 組ん で いる こと 
及び 今後 取り 組む 予定 と し て いる こと を 必ず 記載 する こと 。 
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(4) 付加 価値 額 等 の 報告 
※ 各 年 度 の 決算 報告 書 を 元 に 記載 する こと 。 





























































































































































































































































































































































































































(単位 : 百 万 円 ) 
売上 高 付加 価値 額 
人 合計 | 人 件 費 | その 他 | 営業 純益 | 合計 
内 出欠 9 (A) ※1 家用 ※2 ※3 (B) 
現状 

( 年 月 て 

事業 実施 年 度 

( 年 月 ~ 

1 年 度目 

( 年 月 ~ 

年 月 ) 

年 度目 

( 年 月 ~ 

年 月 ) 

3 年 度目 

( 年 月 て 

年 月 

4 年 度目 

( 年 月 て 

年 月 ) 

5 年 度目 

( 年 月 て 

年 月 
※1 人 件 費 三 役員 給与 十 役 員 賞 与 十 従 業 員 給 与 十 従 業 員 賞 与 十 福利 厚生 費 
※2 その 他 費 用 三 支払 利息 等 土 動産 ・ 不 動産 賃借 料 十 租 税 公課 
※3 営業 純益 三 営業 利益 一 支払 利息 等 

(参考 ) 付加 価値 額 = 人 件 費 十 支払 利息 等 土 動産 ・ 不 動産 賃借 料 士 租税 公課 十 営 業 純益 









































(財務 省 法人 企業 統計 より ) 

















